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平成12年
（2000年）

６月、ニューヨークの国際連合本部で、国連特別総会「女性２０００年会議:２１世紀に向け
ての男女平等・開発・平和」が開催され、男女平等の実現に向けた２１世紀の基本路線と
なる「政治宣言」と、具体策の「成果文書」が採択されました。この中には、あらゆる形態の
暴力から女性を保護する目標や、「家事や育児に男性にも女性と同じ責任を共有するよ
う奨励する」など、男性の関与を強める努力目標が盛り込まれました。

平成17年
（2005年）

第４９回国連婦人の地位委員会、通称「北京＋１０」が国連本部（ニューヨーク）で開催さ
れ、「北京宣言及び行動綱領」及び「女性２０００年会議成果文書」を再確認し、これらの
完全実施に向けた一層の取組みを国際社会に求める「宣言」が採択されました。

１２月、インドネシア（ジャカルタ）において、インドネシア政府とESCAP（国連アジア太平
洋地域経済社会委員会）共催により、域内の「ジェンダー主流化」強化を目的とするワー
クショップが開催され、我が国を含め14か国が参加しました。 この会合では、「ジェンダー
主流化」強化のための提言が採択されました。

平成20年
（2008年）

４月、我が国は、女子差別撤廃条約の実施のためにとった国内措置等に関する第６回報
告を国連へ提出しました。

平成21年
（2009年）

８月、２００８年４月に提出した女子差別撤廃条約実施状況第６回報告に対する女子差別
撤廃委員会の最終見解が公表されました。

平成22年
（2010年）

３月、第５４回国連婦人の地位委員会(「北京+１５」)が国連本部（ニューヨーク）で開催さ
れ、「北京宣言及び行動綱領」、「女性２０００年会議成果文書」、「北京＋１０宣言」を再
確認し、これらの完全実施に向けた貢献の強化を国際社会に求める「宣言」が採択され
ました。

７月、国連総会決議において、既存のジェンダー関連4機関を統合し、2011年1月に、新
たな機関が、「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関（UN
Women）」として発足することが決定されました。

９月、日本で初めてＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）女性リーダーズネットワーク（ＷＬＮ）
会合が開催されました。

Ⅰ　総 論

昭和６０年（１９８５年）までの１０年間を「国連婦人の十年」と定め、「平和、平等、開発」を
目標とし、女性の地位向上を図るための努力を世界的規模で行うことを決定しました。

国際連合は、「女子に対するあらゆる形態の差別撤廃に関する条約」　（以下「女子差別
撤廃条約」という。）を採択しました。

昭和50年
（1975年）

昭和51年
（1976年）

昭和54年
（1979年）

昭和60年
（1985年）

「国連婦人の十年」最終年に当たるこの年、「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議が開催
され、西暦２０００年に向けて各国等が実情等に応じて効果的措置を探る上でのガイドラ
インとして「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」（以下「将来戦略」という。）を採
択して、引き続き西暦２０００年に向けて「国連婦人の十年」の目標達成のための努力を
継承することが決定されました。

平成7年
（1995年）

北京で第４回世界女性会議が開催され、「行動綱領」が採択されました。「行動綱領」で
は、全世界が男女両性間における平和で公正で人間的な世界を創るという目標に向
かって、全ての人の緊急かつ集中的な行動が要求されました。

メキシコシティで開催された「国際婦人年世界会議」で「世界行動計画」が採択され、各
国の行動が開始されました。国際連合は、この年を「国際婦人年」と定めました。

１ 世界の動き
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５月、APEC地域の経済発展のためには、女性の新たな経済機会の創出が不可欠である
との認識の下、APEC域内の閣僚、企業の役員級、起業家及び学識経験者など約300名
が一堂に会し、「女性と経済フォーラム2014」が、中華人民共和国・北京において、開催
されました。

１２月、家族に優しく、男女平等な社会の創造に一層効果的に貢献するため、2016年11
月にタイで開催する次回フォーラムより、「東アジア男女共同参画担当大臣会合」と「東ア
ジア家族に関する大臣フォーラム」とを統合することが合意されました。

平成27年
（2015年）

平成26年
（2014年）

３月、第５９回国連婦人の地位委員会(「北京+２０」)が国連本部（ニューヨーク）で開催さ
れ、北京宣言及び行動網領、第２３回国連特別総会成果文書並びに第４回世界女性会
議１０周年及び１５周年における婦人の地位委員会の宣言を再確認し、２０３０年までに
男女共同参画及び女性のエンパワーメントの完全な実現に向け、努力するという「宣言」
が採択されました。

第３回国連防災世界会議が仙台市で開催され「仙台防災枠組２０１５－２０３０」及び「仙
台宣言」が採択されました。防災の新しい国際的指針の中に、防災投資の重要性、多様
なステークホルダー（利害関係者）の関与、「より良い復興（Build Back Better）」など日本
から提案した考え方が取り入れられました。

平成24年
（2012年）

６月、ロシア（サンクトペテルブルク）において、「APEC女性と経済フォーラム」が開催され
ました。このフォーラムは、APECにおける女性と経済に関する取組として、前年サンフラ
ンシスコで開催された「女性と経済サミット」に引き続き、女性の経済的エンパワーメントを
促進するために、閣僚級で構成するハイレベル政策対話を含む民間と政府が対話を行
う会合として開催されました。

平成23年
（2011年）

９月、アメリカ（サンフランシスコ）において、APECエコノミーにおける女性の経済的エン
パワーメントを促進するために、民間セクターと政府セクターが対話を行う初の会合であ
る、「APEC女性と経済サミット」が開催されました。

平成25年
（2013年）

６月、インドネシア（バリ）において、APEC女性と経済フォーラムが開催され、「経済の推
進役としての女性」をテーマに、「構造改革」「女性とICT」及び「インフラと人的資源」をサ
ブテーマとして、APEC域内で共通して取り組むべき課題について議論が行われました。
フォーラムの結果は「声明」として取りまとめられ、10月のAPEC首脳会合で報告されまし
た。

３月、第６２回国連婦人の地位委員会が国連本部（ニューヨーク）で開催され、世界中か
ら政府閣僚やＮＧＯ等の非政府代表が参加されました。委員会期間中は、「農山漁村の
女性と女児のジェンダー平等とエンパワーメント達成のための課題と機会」を優先テーマ
に協議等がおこわ慣れました。

９月、「デジタル時代に女性と少女が前進する機会をつかむために」をテーマに、「APEC
女性と経済フォーラム201８」がパプアニューギニア・ポートモレスビーにて開催されまし
た。

平成28年
（2016年）

３月、第６０回国連婦人の地位委員会が国連本部（ニューヨーク）で開催され、世界中か
ら８０以上の政府閣僚、ＮＧＯ等約４,１００人の非政府代表が参加されました。委員会期
間中は、「女性のエンパワーメントと持続可能な開発の関連性」、「女性及び女児に対す
るあらゆる形態の暴力の撤廃及び防止」をテーマに協議等が行われました。

６月、ＡＰＥＣの地域の経済発展のためには、女性の新たな経済機会の創出が不可欠で
あるとの認識の下、グローバル市場における女性の経済的統合への障壁の突破を主な
テーマに、「女性と経済フォーラム2016」がペルー（リマ）において開催されました。

５月、G７伊勢志摩サミットの首脳会合及び全ての関係閣僚会合において「女性活躍推
進」をアジェンダに設定（ジェンダー主流化）しました。

平成29年
（2017年）

９月、「変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的エンパワーメントの強化」をテーマ
に、「APEC女性と経済フォーラム2017」がベトナム・フエにて開催されました。

１１月、G7サミットに合わせて開催される関係閣僚会合の一つとして、G7男女共同参画
担当大臣会合2017がイタリア共和国・タオルミーナで初めて開催され、国際社会が直面
する男女共同参画、女性活躍に関する様々な課題について意見交換が行われました。

平成30年
（2018年）

2



１２月、男女共同参画社会基本法に基づき、「男女共同参画社会基本計画」が策定され
ました。

平成13年
（2001年）

５月、婦人問題企画推進本部は、男女共同参画型社会の形成を目指した「西暦２０００年
に向けての新国内行動計画」を採択しました。

昭和60年
（1985年）

６月、世界で７２番目の女子差別撤廃条約の批准国となりました。「国籍法」の改正、「雇
用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関
する法律」（男女雇用機会均等法）の制定及び労働基準法の改正等が実現しました。

昭和62年
（1987年）

平成12年
（2000年）

女子差別撤廃条約に署名しました。

男女共同参画社会の実現に向けて総合的、効果的な推進を図るため、内閣総理大臣を
本部長とする男女共同参画推進本部が設置されました。

平成8年
（1996年）

男女共同参画審議会が答申した「男女共同参画ビジョン」に基づいて「男女共同参画２０
００年プラン」が策定され、その中で「男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行等の
見直し」や「女性に対する暴力の根絶」等の新たな課題が示されました。

平成11年
（1999年）

６月、「男女共同参画社会基本法」が公布・施行され、男女共同参画社会の実現が２１世
紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付けられました。

平成15年
（2003年）

平成6年
（1994年）

１月、中央省庁等改革に伴い、内閣府に男女共同参画会議が設置されました。

４月には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が制定されまし
た。

平成14年
（2002年）

２月、「アフガニスタンの女性支援に関する懇談会」の第１回会合が開催されました。

１０月には、苦情処理・監視専門調査会は「男女共同に関する施策についての苦情の処
理及び人権侵害における被害者救済に関するシステムの充実・強化について」を取りま
とめ、男女共同参画会議へ報告しました。

４月、男女共同参画会議では、平成３２年(２０２０年）までに指導的地位に占める女性の
割合を３０％以上にすることや､チャレンジしたい女性が必要とする情報を、いつでも､ほ
しいときに容易に入手できる「チャレンジ･ネットワーク｣の実現を目指すことなどを柱とした
『女性のチャレンジ支援策』を決定しました。

昭和50年
（1975年）

内閣総理大臣を本部長とする 「婦人問題企画推進本部」が設置され、昭和５２年（１９７７
年）、以後１０年間の我が国の女性問題の課題と施策の方向を明らかにする「国内行動
計画」が策定されました。

昭和55年
（1980年）

2 日本の動き
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平成23年
（2011年）

平成16年
（2004年）

２月、配偶者からの暴力や性暴力の被害者を対象とした電話相談「パープルダイヤル－
性暴力・DV相談電話－」が開設されました。（平成23年2月8日～3月27日）

平成19年
（2007年）

平成24年
（2012年）

５月、女性の活躍により経済を活性化するための政府の取組について、各府省間で連携
の上、重点的に取り組むべき事項を整理し、工程表を策定するため、第１回「女性の活
躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議」が開催されました。

６月、第２回「女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議」が開催され、「女
性の活躍促進による経済活性化」行動計画（働く「なでしこ」大作戦）が決定されました。

１月、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が改正されました。

４月には、男女共同参画推進本部において、あらゆる分野における女性の参画を進める
ため、「女性の参画加速プログラム」が決定されました。

平成21年
（2009年）

６月、仕事と子育ての両立支援を一層進めるため、「育児休業、介護休業等育児又は家
族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（育児・介護休業法）が改正されました。

平成17年
（2005年）

１２月、男女共同参画会議が答申した「男女共同参画基本計画改定に当たっての基本
的な考え方－男女がともに輝く社会へ－」を踏まえ、男女共同参画基本計画（第２次）が
改定されました。

１２月、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が改正されたことに
伴い、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方
針が策定されました。

平成18年
（2006年）

３月、子育てをしながら就職を希望している方に対して、子ども連れで来所しやすい環境
を整備し、個々の希望やニーズに応じたきめ細かな就職支援を行うマザーズハローワー
クが全国１２の都市でオープンしました。

６月、改正育児・介護休業法が原則施行されました。

７月、「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（答申）」が公表
され、この答申を受け、１２月、「第３次男女共同参画基本計画」が閣議決定されました。

平成25年
（2013年）

２月、経済産業省と東京証券取引所は共同で「女性の活躍推進」に優れた上場企業を
「なでしこ銘柄」として選定・公表しました。

６月、政府は「日本再興戦略」で女性の力を最大限に活かすことを成長戦略として打ち
出しました。

７月、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法
律」が平成25年7月3日に公布されました。今回の改正によって、生活の本拠を共にする
交際相手からの暴力及びその被害者についても、法の適用対象となりました。

４月、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（男女
雇用機会均等法）が改正されました。

平成20年
（2008年）

平成22年
（2010年）
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平成26年
（2014年）

２月、厚生労働省は「日本再興戦略２０１４」に基づき、女性の登用状況等に関する企業
情報を一元化し、企業の女性活躍に向けた取組を推進することを目的とした「女性の活
躍推進企業データベース」を開設しました。

３月、すべての女性が輝く社会づくり本部において、国の公共調達においてワーク・ライ
フ・バランス等推進企業をより幅広く加点評価することを定めた「女性の活躍推進に向け
た公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」が決定されました。

６月、政府は「女性活躍加速のための重点方針2016」を策定しました。

平成29年
（2017年）

平成27年
（2015年）

７月、「第４次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（答申）」が公表
され、この答申を受け、１２月、「第４次男女共同参画基本計画」が策定されました。

９月、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（いわゆる女性活躍推進法）
が公布・施行されました。

１月、内閣府男女共同参画局は、上場企業における役員・管理職への女性の登用、仕
事と生活の両立推進等に関する情報を公表する“女性の活躍「見える化」サイト”を開設
しました。

１０月、様々な状況に置かれた女性が、自らの希望を実現して輝くことにより、我が国最
大の潜在力である「女性の力」が十分に発揮され、我が国社会の活性化につなげるた
め、すべての女性が輝く社会づくり本部が設置されました。

平成30年
（2018年）

５月、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が公布・施行されました。
また、男女共同参画会議において「男女共同参画・女性活躍の推進に向けた重点取組
事項について」がとりまとめられました。

６月、政府は「女性活躍加速のための重点方針2018」が策定されました。

１月、改正育児・介護休業法及び改正男女雇用機会均等法が施行されました。
３月、政府は「働き方改革実行計画」を取りまとめました。

６月、政府は「女性活躍加速のための重点方針2017」を策定しました。また同月、政府は
待機児童解消を目指す「子育て安心プラン」を公表しました。

７月、刑法の一部改正法が施行され、強姦罪の構成要件及び法定刑の見直し等が行わ
れました。

９月、国家公務員の旧姓使用が拡大されました。
１０月、改正育児・介護休業法が施行されました。

平成28年
（2016年）
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平成9年
（1997年）

８月、県内に居住する男女２０００人を対象に、「男女共同参画社会づくりのための県民
意識調査」を実施しました。その結果、男女とも性別による固定的な役割分担意識が根
強い傾向がみられました。

平成12年
（2000年）

２月、男女共同参画社会づくりをめざす拠点施設として設置した女性センターは、女性
の自主的活動を支援するとともに、女性問題に関する情報及び学習機会等を提供する
など大きな役割を果たし、入館者が２００万人に達しました。

これまでの同センターを中心として様々な活動や研修会、講習会の開催等を通じて、県
民の男女平等意識や性別による固定的な役割分担意識にも徐々に変化が見られるよう
になり、女性の地位は高くなっていると多くの人が認識するようになりました。

平成13年
（2001年）

３月、「さが女性プラン２１」に掲げた各種審議会等の女性委員の登用目標である「２０％
以上」を達成しました。

また同月、佐賀県男女共同参画推進審議会の答申を受けて「佐賀県男女共同参画基
本計画」を策定し、３つの基本方向の下に、１１の重点目標と６９の推進項目を掲げ、平
成２２年（２０１０年）度までの１０年間に、男女共同参画に関する施策を総合的に推進す
ることにしました。

１０月には、「佐賀県男女共同参画推進条例」を公布・施行し男女共同参画社会の実現
に向けて、県と県民、事業者が一体となって取り組んでいくことにしました。

昭和60年
（1985年）

３月、佐賀県婦人問題対策審議会の提言を踏まえ、「８０年代佐賀県総合計画」の具体
的方策として「佐賀県婦人問題の推進方策」を制定しました。

昭和63年
（1988年）

１１月、新たな社会経済情勢に対応するために策定された「佐賀県長期計画」において、
「男女共同参画の社会づくり」が県政推進の主要施策として位置づけられました。

平成2年
（1990年）

平成元年に実施した県民意識実態調査を踏まえ、この年の２月、佐賀県女性問題審議
会の答申を受けて「さが女性プラン２１」を策定しました。

平成5年
（1993年）

７月、知事を会長とし全庁的な女性施策の推進を図る「佐賀県女性行政推進会議」を設
置し、「女性の施策・方針決定への参画促進要綱」を定めるとともに、「各種審議会・委員
会への女性の登用促進対策」を決定しました。

１２月には、県勢の発展をより確実なものとするため、「佐賀県新総合計画」が策定され、
「男女共同参画型社会の形成」を女性施策の基本方向としました。

平成7年
（1995年）

３月、「さが女性プラン２１」で推進項目に掲げていた佐賀県立女性センターが開館しまし
た。

3 佐賀県の動き
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平成18年
（2006年）

３月、佐賀県男女共同参画推進審議会の答申を受けて「佐賀県男女共同参画基本計
画」を改定しました。４つの基本方向の下に、１７の重点目標と７９の推進項目で構成、３
つの数値目標を掲げ、平成２２年（２０１０年）度までの５年間に、県民・事業者・各種団
体・ＣＳＯ等の参画や協働により男女共同参画に関する施策を推進することにしました。

また同月、佐賀県男女共同参画推進審議会の承認を受けて、「佐賀県ＤＶ被害者支援
基本計画」を策定しました。４つの基本方向の下に、１９の重点目標、５８の具体的な施策
の方向で構成しています。また、この支援計画にあわせて、被害者の安全を守るための
具体的な対応を整理し、関係機関団体における統一した対応を図る「ＤＶ被害者の安全
確保の指針（ガイドライン）」を策定しました。

平成14年
（2002年）

４月、性別による人権侵害の相談や県の男女共同参画施策に対する意見の受付などを
行う「佐賀県男女共同参画推進員」を市に各２名、町村に各１名設置しました。

また同月、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第３条に規定する
「配偶者暴力相談支援センター」の機能を果たすべき施設として、佐賀県立女性セン
ターを指定し、相談など被害者への支援を強化しました。

１０月には、アジア７か国（中国、マレーシア、モンゴル、タイ、韓国、シンガポール、ベト
ナム）の女性リーダーを招いて、男女共同参画に関する共通の課題の議論や交流を通し
て女性の能力向上、県民意識の高揚及び人・団体相互の連携を図り、男女共同参画社
会の実現に資することを目的として、「佐賀アジア女性フォーラム」を開催しました。

平成15年
（2003年）

６月、各種審議会･委員会等への女性委員の登用促進を図るため、「佐賀県男女共同参
画推進会議」において、「政策・方針決定過程への男女の同等な参画推進要綱」及び
「各種審議会･委員会等への女性の登用促進対策」を改正し、女性委員の割合を１８年
度までに３０％以上にするという目標を決定しました。

平成16年
（2004年）

４月、女性に対する暴力の根絶を図るため、女性に対する暴力の被害者を支援する機
関、団体が連携を強化するとともに、中・長期的課題について検討し、それぞれの機関・
団体が行う事業を総合調整する「佐賀県DV総合対策センター」を県立女性センター「ア
バンセ」内に設置しました。併せて「佐賀県DV総合対策会議」を設置し、関係機関、団体
の連携強化を図っています。

１０月には、アジア７か国（中国、マレーシア、モンゴル、タイ、韓国、シンガポール、ベト
ナム）の女性リーダーを招き、佐賀県と参加国の男女共同参画社会形成を実現させるこ
とと同等に地域レベルの交流を通して、人と人とのつながりを深めることを目的に「佐賀ア
ジア女性フォーラム2004」を開催し、男女共同参画をさらに進めていく必要性を確認した
宣言文を採択しました。

１１月から１２月にかけて、「男女共同参画社会づくりのための佐賀県民意識調査」を実施
しました。調査の結果、「夫は仕事、妻は家庭」という伝統的な性別役割分担意識につい
て、県民のおよそ３人に２人が「反対」と回答するなど、大幅な改善がみられましたが、家
庭での日常的な役割分担については、依然として家事の大半を女性が担っている実態
が明らかになりました。

平成17年
（2005年）

１０月、男女共同参画社会づくりに向けた全県的な取組を推進するため、「佐賀県男女
共同参画推進連携会議」を創設しました。

7



平成29年
（2017年）

11月、「女性に対する暴力をなくす運動」の一環として全国的に実施される「パープル・ラ
イトアップ」に初めて参加し、佐賀県庁旧館及び県立男女共同参画センター・県立生涯
学習センター（アバンセ）のライトアップを実施しました。

平成25年
（2013年）

８月、「佐賀県職員男女共同参画推進行動計画（２０１３－２０１６）」を策定しました。職員
の育児・介護への参画促進の取組やセクハラ防止に係る取組の充実・強化を図るととも
に、「男女共同参画の日」の意識づけとして一斉定時退庁に取り組むことにしました。

平成24年
（2012年）

７月、性暴力の被害にあわれた方の、こころと体の早期回復、社会復帰を目指して、きめ
細やかな支援を行う、「性暴力被害者支援モデル事業」を開始しました。

平成19年
（2007年）

３月、佐賀県男女共同参画基本計画改定を機に、県民をはじめ、県内外の各界、各層
の個人、民間団体、行政機関関係者が一堂に会する連携の場を設け、男女共同参画社
会づくりに向けて、広く気運の醸成を図り、各地域での取組を促進することを目的に「２０
０７男女共同参画フォーラムinさが」を開催しました。

また同月、県が一事業者として、県内市町・事業所にさきがけて職場における男女共同
参画を推進するために、「佐賀県職員男女共同参画推進行動計画」を策定しました。

平成28年
（2016年）

３月、「第４次佐賀県男女共同参画基本計画」を策定しました。３つの基本計画の下に、８
つの重点目標を定め、１２つの数値目標を掲げ、平成３２（２０２０）年度までの５年間に、
県民・事業者・各種団体・ＣＳＯ等の参画や協働により男女共同参画に関する施策を推
進することにしました。

６月、企業、ＮＰＯ法人での活動、地域活動等様々な分野で、個性や能力を活かして活
躍している女性、又は団体を表彰する佐賀さいこう表彰（女性活躍推進部門）を創設し、
１個人、１企業に贈りました。

平成26年
（2014年）

１月、女性の活躍により、企業の発展及び地域活性化を図るとともに、女性が能力や感
性を発揮し、生き生きと働き続けられる社会づくりを行うことを目的として「女性の大活躍
推進佐賀県会議」が設置されました。

３月、「佐賀県ＤＶ被害者支援基本計画」（第3次計画）を策定しました。性暴力被害者の
ための相談体制の整備、義務教育における暴力予防教育の推進等を新たに加えまし
た。

９月、内閣府と連携して、もっと女性が活躍できる社会を目指す「輝く女性応援会議in佐
賀」を開催しました。

１０月、「男女共同参画社会づくりのための佐賀県民意識調査」を実施しました。

平成22年
（2010年）

７月、新たな計画策定に先立ち、前年に実施した「男女共同参画社会づくりのための佐
賀県民意識調査」の結果を公表しました。

平成23年
（2011年）

３月、「佐賀県男女共同参画基本計画（２０１１－２０１５）」を策定しました。４つの基本方
向の下に、８つの重点目標を定め、４つの数値目標を掲げ、平成２７（２０１５）年度までの
５年間に、県民・事業者・各種団体・ＣＳＯ等の参画や協働により男女共同参画に関する
施策を推進することにしました。

平成21年
（2009年）

３月、「佐賀県ＤＶ被害者支援基本計画」を改定しました。被害者やその子どもへの精神
的・心理的支援のための施策及び若年層に対する啓発教育施策、また、市町の役割を
明確に定め、その取組を促すこと等を新たに加えました。

１１月、「男女共同参画社会づくりのための佐賀県民意識調査」を実施しました。
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Ⅱ　佐賀県の男女共同参画の状況

１　人口と世帯

（１）佐賀県の人口

①人口の推移と性比

資料：総務省「国勢調査」
平成25～26、28～30年は「佐賀県推計人口（年報）」

②年齢別人口

【女性】 【男性】

資料：総務省「国勢調査」

　佐賀県の平成30年10月1日現在の人口は819,110人で、平成22年からの8年間に3.61％減
少しました。男女別にみると女性が431,567人、男性が387,543人であり、女性は男性に
比べて44,024人多く、総人口の52.7％を占めています。

　佐賀県の平成27年10月1日現在の人口を年齢３区分別にみると、女性の0～14歳の年少
人口の割合は12.0％、15～64歳の生産年齢人口割合は58.6％、65歳以上の老年人口割合
は29.3％となっています。

図表１－１　佐賀県男女別人口の推移(佐賀県）

図表１－２　年齢別３区分別人口の推移(佐賀県・全国）

　また、佐賀県の将来推計人口では、2045年には老年人口割合が37.0％になると推計さ
れています｡
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資料：国立社会保障・人口問題研究所

｢都道府県別将来推計人口」（平成30年(2018年)推計）

③高齢化率

資料：総務省「国勢調査」

　佐賀県の高齢化は年々進んでおり、平成27年の国勢調査では、4人に1人が高齢者と
なっています。
　また、佐賀県の高齢単身者率については、年々増加しているものの、全国と比較する
と少ない割合で推移しています。

図表１－４　高齢化率（佐賀県）

図表１－３　将来推計人口(佐賀県）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

人口（人） 832,832 810,484 784,789 757,242 728,170 696,815 663,781

年少人口割合 14.0 13.6 13.2 12.9 12.6 12.5 12.5

生産年齢人口割合 58.3 55.7 54.4 53.7 53.1 51.6 50.6

老年人口割合 27.7 30.6 32.4 33.4 34.3 35.8 37.0
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 女性人口 440千人    年 齢    男性人口 393千人   女性人口 350千人    年 齢    男性人口 314千人

老年人口（６５歳以上） 千人 老年人口（６５歳以上） 千人

生産年齢人口（１５～６４歳） 千人 生産年齢人口（１５～６４歳） 千人

年少人口（０～１４歳） 千人 年少人口（０～１４歳） 千人

千人 千人

資料：国立社会保障・人口問題研究所｢都道府県別将来推計人口」（平成30年(2018年)3月推計）

（２）世帯の状況

①一般世帯数

資料：総務省「国勢調査」

833

116

486

合計

図表１－６　世帯数（一般世帯数）、１世帯当たり人員の推移（佐賀県・全国）

　佐賀県の平成27年10月1日現在の一般世帯数は301,009世帯で、平成22年からの5年間に
6,889世帯（2.3％）増加しました。
　１世帯当たりの人員は2.67人で、年々減少しているものの、全国(2.33人)と比較する
と0.34人多くなっています。

図表１－５　５歳階級別男女別人口(佐賀県）
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図表１－５－１　2015年 図表１－５－２　2045年推計
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②世帯の家族類型

　 資料：総務省「国勢調査」

注）昭和６０年、平成２年及び７年の「三世代世帯」は、｢夫婦、子どもと両親から成る世帯」、｢夫婦、子
どもと片親から成る世帯」および｢夫婦、子どもと親と他の親族から成る世帯」の合計とした。

図表１－７　一般世帯の家族類型別割合（佐賀県・全国）

　世帯の家族類型をみると、平成22年からの5年間で三世代世帯の割合は2.7ポイント減
少し、単独世帯は2.2ポイント増加しています。全国と比較すると、三世代世帯は6.3ポ
イント高く単独世帯は7.6ポイント少なくなっています。
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（３）人口動態

①出生の動向

資料：厚生労働省「人口動態調査」

資料：厚生労働省「人口動態調査」

２８年 6,811 3,316 3,495 8.3 7.8 1.63 1.44
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1.63 1.42
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図表１－８　出生数･出生率及び合計特殊出生率の推移（佐賀県・全国）
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図表１－９　出生数･合計特殊出生率の推移（佐賀県･全国）
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　平成29年の佐賀県の出生数は6,743人(女性3,230人、男性3,513人)で、出生率は8.2
（人口千人対）となっています。合計特殊出生率は1.64で、全国の1.43を上回っていま
す。
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②死亡の動向

資料：厚生労働省「人口動態調査」

③婚姻の状況

資料：厚生労働省「人口動態調査」

図表１－１１　婚姻件数・婚姻率の推移（佐賀県･全国）

図表１－１０　死亡数・死亡率の推移（佐賀県･全国）

　平成29年の佐賀県の婚姻件数は、3,639組で、前年より87組減少しました。婚姻率(人
口千人対)は4.4となり、全国平均の4.9を下回っています。

　平成29年の佐賀県の死亡数は9,974人(女5,165人、男4,809人)、死亡率は12.2（人口千
人対）で、全国の死亡率10.8を上回っています。男女別にみると、女性の死亡数は、男
性より356人多くなっています。
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【女性】 【男性】

資料：総務省「国勢調査」

④離婚の状況

資料：厚生労働省「人口動態調査」

図表１－１３　離婚件数・離婚率の推移（佐賀県･全国）

図表１－１２　年齢別未婚率の推移（佐賀県）

　年齢階級別の未婚率をみると、平成27年調査においてはいずれの年代も高い未婚率を示して
おり、晩婚化が伺えます。

　平成29年の佐賀県の離婚件数は1,285組で､前年より93組減少しました。離婚率(人口千
人対)は1.57となり､全国平均1.70を下回っています。
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２　データで見る「佐賀県の男女共同参画」

（基本方向１）男女共同参画推進の基盤づくり

　重点目標（１）男女共同参画の意識の形成

①県民意識調査の結果より

資料：佐賀県｢男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」

※調査サンプル数が異なるため、別掲 資料：佐賀県「男女の意識に関する調査」

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査｣（平成9～24,28年）
　 内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成28年）

　佐賀県では、「夫は仕事、妻は家庭」という性別役割分担に賛成する人（賛成、どちらかと
いえば賛成）は、平成9年度調査では男性女性ともに6～7割に達していましたが、平成16年度
調査で初めて反対派（反対、どちらかといえば反対）が賛成派を上回りました。平成26年度調
査でも、反対派が半数以上を占めています。
　平成9年度調査と比較すると、反対派は、女性で38.6％から66.0％へと27.4ポイント増加、
男性では28.6％から60.1％へと31.5ポイントも増加しており、意識の変化が著しい状況です。
　内閣府による全国調査でも、平成16年調査で初めて反対派が賛成派を上回るなど、佐賀県の
状況と同様、反対派が年を追うごとに増加してきていましたが、平成24年調査で初めて減少に
転じ、賛成派が反対派を再度逆転しました。しかし、平成26年調査以降、再び反対派が増加に
転じています。

図表１－１　「夫は仕事、妻は家庭」（佐賀県・全国）
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②インターネットの普及

注）調査の範囲　地域：全国、世帯：平成29年4月1日現在で、年齢が満20歳以上の世帯主がいる世帯の構成員

資料：総務省「通信利用動向調査」（平成29年）

　重点目標（２）幼少期からの男女共同参画の意識形成

①女性教員の状況

注）高等学校は全日制と定時制の計

資料：文部科学省｢平成29年度学校基本調査報告書」（5月1日現在）

24.2

　平成29年度の佐賀県の教員数に占める女性の割合は、幼稚園89.6％、幼保連携型認定こども
園94.4％、小学校63.8％、中学校47.4％､義務教育学校52.3％、高等学校33.4％、特別支援学
校65.1％、短期大学57.8％、大学21.3％となっています。
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94.7 5.35.65594.4

割合

(人)

47

(％)

38.8

短期大学

804 633

35

(％) (％)(人) (人)

406

図表１－３　女性教員（本務者）の割合（佐賀県・全国）

3,314

実数 割合

　全体（6歳以上）では、女性のインターネット利用率は77.3％となっており、男性の利用率
（84.7％）と比べると7.4ポイント低くなっていますが、6歳～59歳は、女性と男性の利用率に
ほとんど差はありません。しかし、60歳以上では女性の方が男性より低い利用率となっていま
す。

図表１－２　男女別年齢階級別インターネット利用率（全国）
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注）高等学校は全日制と定時制の計

資料：文部科学省｢平成29年度学校基本調査報告書」（5月1日現在）

②大学・短期大学への進学率の状況

資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

1,911 48.3 36.4 10.1 4,153 1,652

10.3 4,581

10.8 4,374

46.1

1,624

1,62110.8

1,60146.6

28年度 43.0 3,999 1,872 46.8 35.2 9.9 4,255 1,680 39.5 38.6 0.8

4,157

　平成29年度の佐賀県の女子の大学等進学率は48.3％で、男子の39.8％を上回っています。内
訳をみると、大学（学部）36.4％、短期大学（本科）10.1％となっており、大学（学部）への
進学率は男子のほうが高くなっています。
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図表１－５　大学・短期大学への進学率の推移（佐賀県）

図表１－４　女性教員の割合（佐賀県）
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資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

③新規学卒者の就職状況

　資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（各年3月現在）

図表１－７　新規学卒者の就職率の推移（佐賀県）

　平成29年度の佐賀県の新規学卒者の就職率は、大学卒業女子77.8％、短大卒業女子86.9％、
大学卒業男子63.3％となっています。
　大学卒業の男女の就職率は、平成9年以降、一貫して女子の方が高くなっています。

図表１－６　大学・短期大学への進学率の推移（佐賀県）
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④高等学校学科別生徒数

　資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（平成29年5月現在）

　平成29年度の佐賀県の高等学校学科別生徒数は、専門的な学科の一部で男女の比率に違いが
みられます。

図表１－８　高等学校学科別生徒数（佐賀県）

総数

生徒数（人） 生徒数（人） 割合（％） 生徒数（人） 割合（％）

普 通 科 13,198 6,653 50.4 6,545 49.6 50.7 49.3

農 業 に 関 する 学 科 1,299 611 47.0 688 53.0 49.0 51.0

工 業 に 関 する 学 科 3,837 335 8.7 3,502 91.3 10.6 89.4

商 業 に 関 する 学 科 3,521 2,194 62.3 1,327 37.7 63.6 36.4

水 産 に 関 する 学 科 0 0 - 0 - 22.5 77.5

家 庭 に 関 する 学 科 893 802 89.8 91 10.2 87.1 12.9

看 護 に 関 する 学 科 235 235 100.0 0 0.0 93.3 6.7

情 報 に 関 する 学 科 0 0 - 0 - 36.4 63.6

福 祉 に 関 する 学 科 0 0 - 0 - 77.2 22.8

そ の 他 の 学 科 511 263 51.5 248 48.5 55.2 44.8

総 合 学 科 1,455 834 57.3 621 42.7 57.2 42.8

計 24,949 11,927 47.8 13,022 52.2 49.4 50.6

区分

県 全国割合（％）

女 男

女 男
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（基本方向２）安心・安全に暮らすことができる社会づくり

　重点目標（３）男女間のあらゆる暴力の根絶

①配偶者暴力相談支援センターへの相談状況

資料：佐賀県こども家庭課、男女参画・女性の活躍推進課調べ

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの
暴力が関係する相談件数等の結果について」等より作成

127 381 471 528 114 91 1,459 94 0

　平成29年度の県内２か所の配偶者暴力相談支援センターへの相談件数は1,714件となっています。
　被害者を年齢別にみると、50歳代が528件と最も多く､次いで40歳代が471件となっています。

26 111

5926年度 1,204 4

25年度 

127

23年度 

29年度 1,714 2 157 4

124 387

78

図表２－２　配偶者暴力相談支援センターへの相談状況（全国）

27年度 1,506 13 214 442 396 17 144

374 380 166 88

55 0 129276

1,056 69

81

163163 457 448 175

57 16

2

173 1

125 1

158

306 523 471 221 70 206

159

1,486

258

平成20年度 1,465 6 252 441 359 149121 93 193 1,233

1,208

24年度 1,519

1,723

89 174 1,248

1,799 2

13

1,557 18

0 121 147 156

50歳
代

60歳
以上

不明

配偶者

離婚
済

届出
あり

届出
なし

届出
有無
不明

図表２－１　配偶者暴力相談支援センターへの相談状況（佐賀県）
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②配偶者間における状況

資料：佐賀県警察本部調べ

③婦人相談所の相談主訴別状況

（単位：上段件、下段％）

資料：佐賀県婦人相談所調べ

　平成29年における、夫から妻への犯罪の検挙件数は50件であり、その内訳は、殺人が0件、傷
害が18件、暴行が32件となっています。

図表２－３　夫から妻への犯罪（殺人､傷害､暴行）の検挙件数の推移（佐賀県）

　平成29年度に佐賀県婦人相談所で受理した相談件数は355件で､そのうち夫等の暴力に関す
る相談は110件となっており､全体の31.0％を占めています。

図表２－４　婦人相談の相談者主訴別調（佐賀県）
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④一時保護の状況

（単位：件）　

資料：佐賀県婦人相談所調べ　

（単位：件）

注）前年度未処理人員を含む。
交際相手は平成22年度から、ストーカーは平成24年度から計上。

資料：佐賀県婦人相談所調べ

　また､一時保護入所の理由について見ると、「夫等の暴力」が最も多く21件、次いで「帰住先なし」6件などとなっ
ています。

図表２－５　一時保護入所者処理件数の推移（佐賀県）

図表２－６　一時保護入所理由(佐賀県）

　平成29年度に佐賀県婦人相談所で受け付けた一時保護入所者は30人となっています。
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平成17年度 82 79 16 9 15 12 2 2 0 9 2 0 12 79 3

18年度 83 80 26 3 17 10 0 1 3 3 0 0 17 80 3

19年度 87 83 17 11 13 13 3 0 2 2 3 0 19 83 4

20年度 51 51 14 4 8 9 0 2 0 4 0 0 10 51 0

21年度 77 75 22 5 11 9 3 1 0 9 2 0 13 75 2

22年度 79 74 15 3 20 14 2 0 0 5 2 0 13 74 5

23年度 73 71 12 5 14 19 2 0 0 8 2 0 9 71 2

24年度 62 60 11 5 18 14 1 0 0 3 1 0 7 60 2

25年度 60 59 8 2 11 16 5 0 0 4 1 0 12 59 1

26年度 46 46 7 2 15 9 1 0 0 4 3 0 5 46 0

27年度 46 42 6 1 5 10 1 0 0 5 3 0 11 42 4

28年度 44 42 9 0 11 5 1 0 0 6 6 0 4 42 2

29年度 30 27 4 1 7 6 1 0 0 3 2 0 3 27 3

受
付
件

数

処
理
済

人
員

処理事項 未
処
理
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（単位：件）

資料：佐賀県婦人相談所調べ

⑤警察本部における｢レディーステレホン｣の受理状況

（単位：件）

資料：佐賀県警察本部調べ（「レディーステレホン月報」）

⑥性犯罪の状況

注）刑法改正に伴い、「強姦」の罪名が平成29年７月13日から「強制性交等」
に変更され、変更後の強制性交等の認知件数は１件、検挙件数は１件、 資料：佐賀県警察本部調べ

検挙人員は１人であった。

52 59

45

25年
6

51 53

1

70 59 51 32

H20年 27年 28年
1性犯罪に関する相談 6 6 5 28 6 5

　平成29年に佐賀県警察本部「レディーステレホン」で受理した相談件数は50件で､そのうち「性犯罪
に関する相談」は5件となっており､全体の10％を占めています。

68

29年27年

51

4 (10%)

52

48

21年 22年 23年 24年 26年

計 (100%)81 74 50

他の犯罪に関する相談、
一般相談等

　　　　　　　　　　　年度

　平成29年の佐賀県における性犯罪についての警察の認知件数は「強制性交等」が3件､「強
制わいせつ」が30件となっております。

図表２－９　強制性交等及び強制わいせつの認知件数､検挙件数､検挙人員の推移(佐賀県）

76 65 56 50 36

(90%)73

図表２－８　レディーステレホンの相談受理件数の推移（佐賀県）

　平成29年度に一時保護された女性を年齢別に見ると、「20～29歳」が9人と最も多く、次いで「40～49
歳」で8人、「30～39歳」が6人となっています。

図表２－７　年齢別一時保護人数（佐賀県）

平成

20年
21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年

認知件数 2 7 8 6 7 6 10 8 3 3

検挙件数 4 6 5 6 8 9 11 6 3 4

検挙人員 1 4 6 5 4 5 9 4 1 6

0

2

4

6

8

10

12強制

性交等

人

平成

20年
21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年

認知件数 37 35 44 36 56 41 37 27 15 30

検挙件数 21 34 31 15 32 30 31 23 12 23

検挙人員 13 15 21 12 18 17 16 18 9 18

0

20

40

60強制

わいせつ
人

平成

20年度
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

18歳未満 2 3 2 1 5 2 2 0 1 0

18～19歳 0 1 3 4 1 1 4 3 2 2

20～29歳 6 16 18 18 18 18 11 13 15 9

30～39歳 18 26 16 17 14 19 12 5 9 6

40～49歳 7 16 18 11 8 11 11 10 9 8

50～59歳 10 7 18 12 9 6 0 9 4 2

60歳以上 8 8 4 10 6 3 6 6 4 3

不明 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

計 51 77 79 73 62 60 46 46 44 30
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⑦ストーカー行為の状況

資料：佐賀県警察本部調べ

（単位：件）

資料：佐賀県警察本部調べ

28年

　また、ストーカー行為被害者と行為者との関係をみると、「交際相手」が最も多く、48.9％
となっています。

8034 50

20年 21年 29年27年

交際相手 70 92 93

22年

　平成29年の佐賀県におけるストーカー事案認知件数は219件となっており、前年に比べ
3件増加しています。

図表２－１０　ストーカー事案認知件数の推移（佐賀県）

図表２－１１　　ストーカー行為被害者と行為者との関係の推移（佐賀県）

11 23

9 12 10 17 57

21 15 1912 15

13 15 5 12職場関係者

その他知人
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　重点目標（４）生涯を通じた男女の健康支援

①男女別死因別死亡数

※死因は「死亡順位に用いる分類項目」による。 資料：厚生労働省「人口動態調査」

また、女性特有の病気である「乳がん」、「子宮がん（子宮頸がん）」の検診受診率について、横ばいまたは

やや減少傾向にあり、平成28年調査では全国平均を下回っています。

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

第４位 脳血管疾患 473 9.2 脳血管疾患

132 2.6 誤嚥性肺炎 158

第６位 不慮の事故

181

2.6 慢性閉塞性肺疾患

第５位 肺炎 403 7.8 不慮の事故

第１０位

87腎不全 121

100.0

上記以外の死因

8.4

3.8

135

第９位

第３位

3.3

1,162 22.5

第８位 アルツハイマー病 128 2.5 老衰

2.3 自殺

504 9.8 肺炎 405

1,122

1.8

8.2

3.4

395

2.6

83 1.7

124

165

全女性 5,165 100.0 全男性 4,809

23.3上記以外の死因

図表２－１３　　子宮がん（子宮頸がん）、乳がん検診受診率（佐賀県・全国）

第１位 悪性新生物＜腫瘍＞ 1,216 23.5 悪性新生物＜腫瘍＞

(人) (％)
死因

死亡数 割合
死因

　平成29年の佐賀県女性の死亡原因をみると、「悪性新生物＜腫瘍＞」が23.5％と最も多
く、次いで｢心疾患(高血圧性除く)｣15.7％、「老衰」9.8％の順となっています。

心疾患（高血圧性除く） 541 11.2

(％)

810

大動脈瘤及び解離 81 1.6 腎不全

図表２－１２　　男女別にみた死因別死亡数（佐賀県）（平成29年）

区分
女 男

(人)

死亡数 割合

第７位 誤嚥性肺炎

1,548 32.2
第２位 心疾患(高血圧性除く）

老衰
15.7

42.5
42.0

42.8
42.5

42.1 42.3

43.4

44.9

40.0

41.0

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

H25 H28 H25 H28

子宮がん 乳がん

県

全国

（％）
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佐賀県内における、がん罹患者の部位別状況では、男性では「胃がん」、女性では「乳がん」の割合が多く
なっています。

資料：佐賀県がん登録平成29年度登録事業報告

佐賀県内における喫煙率は全体として減少傾向にあります。平成２３年の調査では、男女とも増加に転じました
平成２８年は再度減少しています。

資料：国民健康・栄養調査、県民意識調査

図表２－１５　　喫煙率の推移（佐賀県）

図表２－１４　　部位別罹患者数（佐賀県、平成２６年症例）

胃がん

19%

肺がん

15%

大腸がん

15%

前立腺が

ん

13%

肝臓がん

7%

その他

31%

図表２－１４－１ 男性

乳がん

19%

大腸がん

15%

胃がん

11%肺がん

9%
子宮がん

8%

肝臓がん

6%

その他

32%

図表２－１４－２ 女性

（％）

28.7%
20.0% 21.0% 18.1%

48.9%

33.4%
37.8%

32.4%

11.0% 8.4% 8.5% 6.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成14年(2002年)

県民意識調査

平成18年(2006年)

県民意識調査

平成23年(2011年)

県民健康・栄養調査

平成28年(2016年)

国民健康・栄養調査

総数 男性 女性
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②自殺者の状況

資料：佐賀県警察本部調べ

③人工妊娠中絶の年代別割合

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」

　平成29年の人工妊娠中絶の年代別割合をみると、30～34歳が最も多く、全体の21.8％となってい
ます。

図表２－１６　　自殺者の推移（佐賀県）

図表２－１７　　人工妊娠中絶件数の推移（佐賀県）

　平成29年の自殺者を男女別にみると、女性41人（29.5％)、男性98人（70.5％)となってい
ます。また、年々減少傾向にあります。
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④女性の健康に関する相談状況

（単位：件）

注）平成23年度からは、不妊専門相談センター（佐賀中部保健福祉事務所）以外の４保健福祉事務所で受け付けた、
「不妊」に関する相談件数を含む。

注）平成27年度からは、国立病院機構佐賀病院に委託している専門相談窓口（妊娠ＳＯＳさが）で受け付けた
電話相談の件数を含む。

資料：佐賀県こども家庭課調べ

（単位：件）

注）平成23年度からは、不妊専門相談センター（佐賀中部保健福祉事務所）で受け付けた相談件数のみ。
それ以外の４保健福祉事務所で受け付けた、「不妊」に関する相談件数は、「レディース健康相談」に含む。

資料：佐賀県こども家庭課調べ

1,266

322 649

29年度 613 1,271 192 503 421 768 0 5

22年度 40

21年度 64 10

　不妊に関する相談件数を統計に含めるようになって以来、相談人員が急激に伸びていることか
ら、不妊又は妊娠に関する相談の割合が多数を占めていると考えられます。

23年度 278 579 73 158 205

24年度 475 834 153 185

1,361

27

554

50

14 3

421 22 3

25

相談方法
電話 面接

思春期
延人員

64 54 54

平成20年度 32

　女性及び男性からの不妊に関する相談状況は、電話より面接での相談の方が多く、相談内
容は、「治療の悩み」が最も多くなっています。

図表２－１９　　不妊相談事業実施状況（佐賀県）

25年度 760 1,365 254 359 506 1,006 5 0

550 1,057 225 364 325

300

1,054

1 1

2 169326年度

28年度 593

27年度 759

379 8361,136 214 1,134

1,203 251 329 508 874 8 0 1,195

36 27

10

3

延人員

0

12

7 27

831

44 29 31

2

9 9 0

11 13

実人員

相談内容

図表２－１８　　レディース健康相談実施状況（佐賀県）

その他更年期
計

実人員 延人員 実人員

866 67 7

1,120 53 0

29年度 1,010 1,206 367 403 643 803 1,277 57 1,202 18 0

28年度 870 1,174 334 394 536 780 1,252 79

891 74 0

27年度 738 968 254 295 484 673 1,001 78 910 13 0

26年度 818 971 272 289 546 682 1,159 194

486 20 20

25年度 753 795 256 256 497 539 833 184 608 41 0

24年度 444 546 122 127 322 419 597 71

1,125 93 59

23年度 474 586 106 109 368 477 792 100 640 43 9

22年度 788 1,083 246 270 542 813 1,413 136

21年度 853 1,177 351 420 502 757 1,366 138 1,072 102 54

平成20年度 655 877 225 243 430 634 1,052 112

相談方法 相談内容（重複あり）

計 電話 面接
計

医療
情報

治療の
悩み

治療以外
の悩み

その他
実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員
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　重点目標（５）生活に困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備

⑧高齢化の状況

平成27年の佐賀県の平均寿命は､女性87.12歳､男性80.65歳となっています。

資料：厚生労働省「都道府県別生命表」

資料：佐賀県健康増進課算定（「健康寿命の算定方法の指針」（平成24年9月））

※健康寿命とは、健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間のこと。

図表２－２０　平均寿命の年次推移（佐賀県）

図表２－２１　平均寿命と健康寿命の推移（佐賀県）

　健康寿命は、男女共に延びていますが、女性の方が高い値で推移しています。
　また、健康寿命と平均寿命の差は、女性の方が大きくなっています。

72.65 
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歳

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

女性 86.3 86.7 86.5 87.0 87.0 87.0

男性 79.5 79.2 80.0 80.1 80.8 80.8

女性 83.4 83.8 83.7 84.1 84.2 84.2

男性 78.3 78.1 78.8 78.9 79.5 79.5

平均寿命

健康寿命
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佐賀県における高齢者人口の推移については、いずれの年齢層でも女性の人数が多くなっており、
　高齢層に進むにつれて、女性の割合が急激に増加しています。

資料：佐賀県推計人口（平成30年10月1日）

高齢者の就労状況について、定年直後は男女ともに半数近くが就労していますが、年齢が高くなる
　につれて、就業率は低下しています。

資料：総務省「国勢調査」（平成27年）

図表２－２２　高齢者の男女別人口と女性の割合（佐賀県）

図表２－２３　高齢男女の就業率（佐賀県）
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⑨高齢者の家族の状況

注）

資料：総務省｢国勢調査」

高齢者の単身世帯数については、男女共に年々増加しています。

資料：総務省「国勢調査」

三世代世帯とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の父母）、世帯主
（又は世帯主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、三つ以上の世代が同居してい
ることが判定可能な世帯をいう。

図表２－２５　男女別高齢単独世帯数の推移（佐賀県）

35,211 11.7 31,744 10.5 31,338 10.4

12.7 25,971 8.8 40,349 13.7

27年 301,009 100.0 144,472 48.0

22年 294,120 100.0 133,702 45.5 30,126 10.2 37,256

46,179 15.3

27,515 9.6 33,480

34,923 12.6

17年 286,239 100.0 127,386 44.5 43,686 15.311.7 22,705 7.9

12年 277,606 100.0 118,897 42.8 24,708 8.9 39,875

20,208 7.6 42,657

17.0 11,845 4.7 23,226

14.4 19,391 7.0

9.3

昭和60年 241,786 100.0

7年 267,230 100.0 106,812 40.0 23,597 8.816.0 15,350 5.7

平成 2年 250,178 100.0 93,128 37.2 15,611 6.2 42,446

12,168 5.0

　平成27年の佐賀県の65歳以上の親族のいる一般世帯は144,472世帯で､一般世帯全体の48.0％を
占めており、その割合は増加しています。また、高齢単独世帯の一般世帯に占める割合は10.4％と
なっており、そのうち女性の単独世帯の割合は71.8％を占めています。

図表２－２４　６５歳以上親族のいる一般世帯数の推移(佐賀県）

区分
一般世帯数

65歳以上親族のいる一般世帯数

　 夫婦のみの世帯 三世代世帯 単独世帯 その他

(世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％)(％) (世帯)

83,157 34.4

(％) (世帯) (％) (世帯)

19,585 8.117.5 9,152 3.842,252

22,515

19,915

17,874

15,770

12,735

9,978

8,823

6,056

4,831

3,621

2,615

1,867

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

27年

22年

17年

12年

7年

平成2年 女性 男性

世帯

(71.8%) (28.2%)
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⑩シルバー人材センターの状況

注）

資料：（社）佐賀県シルバー人材センター連合会調べ

設置団体数と設置市町村数が一致しないのは、佐賀市・大和町・諸富町が広域でシル
バー人材センターを設置しているため（平成13～16年度）。また、唐津市の各支所にシル
バー人材センターを設置しているため（平成16年度は7支所、平成17年度は8支所）。

28年度 20 20 3,845 384,690 1,617,200

29年度 20 20 3,777 385,595 1,650,025

27年度 20 20 3,957 388,196 1,604,861

26年度 20 20 4,046 385,474 1,589,997

25年度 20 20 4,066 380,502 1,520,476

24年度 20 20 4,349 383,007 1,500,736

23年度 20 20 4,478 392,968 1,530,169

22年度 20 20 4,466 387,503 1,563,089

21年度 20 20 4,350 383,854 1,570,781

20年度 20 20 4,237 383,446 1,563,901

19年度 20 20 4,307 374,152 1,552,863

18年度 23 23 4,466 376,675 1,533,567

17年度 31 23 4,918 367,527 1,496,536

16年度 38 33 4,929 359,490 1,456,575

15年度 44 46 5,006 332,892 1,355,290

14年度 41 43 4,718 308,516 1,247,115

平成13年度 38 40 4,318 278,977 1,147,963

設置
団体数

設置
市町村数

会員数
（人）

就業延人日
（人日）

契約金額
（千円）

図表２－２６　シルバー人材センターの会員数等の推移（佐賀県）

　高齢人口は年々増加していますが､平成29年度のシルバー人材センターの会員数は3,777人
となっており、平成24年度以降はやや減少傾向にあります。
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⑪ひとり親世帯の状況

資料：総務省「国勢調査」

佐賀県における母子世帯数及び父子世帯数は、平成７年から年々増加しています。

資料：総務省「国勢調査」

521 0.2 1.6 1.4 0.2

図表２－２８　母子世帯数及び父子世帯数の推移（佐賀県）

27年 301,009 6,039 2.0 5,518 1.8

1.9 517 0.2 1.6 1.5 0.2

520 0.2 1.7 1.5 0.21.8

22年 294,120 5,997 2.0 5,480

17年 286,239 5,702 2.0 5,182

0.2 1.5 1.3 0.2

515 0.2 1.4 1.2 0.2

(％) (％) (％) (％)

平成7年 267,230 4,508 1.7 3,993 1.5

(世帯) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯)

12年 277,606 4,973 1.8 4,482 1.6 491

　平成27年の「ひとり親世帯」は6,039世帯で､一般世帯に占める割合は2.0％となっており、
平成17年調査時以降、同率で推移しています。
　また、ひとり親世帯のうち母子世帯は5,518世帯でひとり親世帯の91.4％を占めています。

図表２－２７　母子世帯数及び父子世帯数の推移(佐賀県・全国）

年次

佐賀県 全国

一般世帯数

ひとり親世帯 ひとり親世帯

母子世帯 父子世帯
母子
世帯

父子
世帯

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 割合 割合 割合

5,518

5,480

5,182

4,482

3,993

521

517

520

491

515

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

27年

22年

17年

12年

7年

母子世帯数 父子世帯数

世帯
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母子家庭になった当時と現在を比べると、無職者の割合が減り、常時雇用者の割合が増えています。

資料：佐賀県こども家庭課「母子家庭等実態調査（平成26年）」

資料：佐賀県こども家庭課「母子家庭等実態調査（平成26年）」

図表２－２９　母子家庭になった当時及び現在の仕事（佐賀県）

図表２－３０　母子・父子家庭になった当時困ったこと（佐賀県）
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資料：佐賀県こども家庭課「母子家庭等実態調査（平成26年）」

母子・父子家庭において小学校入学前の子どもを育てている方の60％以上が、保育所を利用しています。

資料：佐賀県こども家庭課「母子家庭等実態調査（平成26年）」

図表２－３１　母子・父子家庭年間収入（佐賀県）

図表２－３２　母子・父子家庭で小学校入学前の子どもの保育を行っている人（佐賀県）

　母子家庭の年間収入は、200万円未満の方が61.4％を占めている一方、父子家庭の年間収
入は、200万円未満の方が11.4％となっています。
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生活保護世帯は、年々増加増加傾向にありましたが、平成29年は少し減少しています。また、保護世帯にお
ける18歳未満の子どもの割合は年々低下しています。

資料：被保護世帯数、被保護人員数及び保護率：佐賀県福祉課調査（年度平均）
生活保護世帯における子どもの数：厚労省被保護者調査（７月末日現在）

　子どもの貧困率は、全国的に上昇しており、子どもを育てている現役世帯のうち、大人1人で子育てをして
いる世帯の半数以上が貧困に直面しています。

注：１）平成６年の数値は、兵庫県を除いたものである。

     ２）平成27年の数値は、熊本県を除いたものである。

     ３）貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。

     ４）大人とは１８歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

     ５）等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。

資料：国民生活基礎調査

図表２－３３　生活保護世帯の推移（佐賀県）

図表２－３４　子どもの貧困率の推移（全国）

昭和
60年

63年
平成
3年

6年 9年 12年 15年 18年 21年 24年 27年

12 13.2 13.5 13.7 14.6 15.3 14.9 15.7 16 16.1 15.6

10.9 12.9 12.8 12.1 13.4 14.5 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9

10.3 11.9 11.7 11.2 12.2 13.1 12.5 12.2 14.6 15.1 12.9

大人が１人（％） 54.5 51.4 50.1 53.2 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6 50.8

大人が２人以上（％） 9.6 11.1 10.8 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.7 12.4 10.7

相対的貧困率（％）

子どもの貧困率（％）

子どもがいる現役世帯（％）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

6,026 6,168 6,302 6,418 6,488 6,462

7,882 8,007 8,049 8,030 7,987 7,909

9.35 9.54 9.65 9.33 9.69 9.6

0～2 62 70 66 49 55 43

3～5 60 73 70 75 71 67

6～11 218 212 204 203 204 201

12～14 158 172 177 173 130 108

15～17 215 203 188 152 140 154

計　B 713 730 705 652 600 573

9.04 9.12 8.76 8.12 7.51 7.24子どもの割合B/A（％）

被保護世帯
の子ども

（１７歳以下）

年齢別
被保護人

員
（人）

世帯数（世帯）

被保護世帯人員（人）Ａ

保護率（千分率　‰）
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佐賀県では、要保護・準要保護児童生徒数が年々増加しており、平成23年には8,000人を超えています。

資料：文部科学省「就学援助実施状況等調査」

図表２－３５　要保護及び準要保護児童生徒数の推移（佐賀県）

※要保護児童とは、児童生徒の保護者が生活保護法の規定による保護を受けている児童
生徒のことをいい、準要保護児童とは、要保護者に準ずる程度に困窮していると認められる
世帯の児童生徒のことをいう。

年度 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計

平成
18年

80,380 404 5,838 6,242

平成
19年

79,480 372 6,333 6,705

平成
20年

78,701 355 6,638 6,993

平成
21年

77,854 379 7,060 7,439

平成
22年

76,568 389 7,577 7,966

平成
23年

49,812 25,614 75,426 214 172 386 4,696 2,987 7,683 4,910 3,159 8,069

平成
24年

48,687 25,441 74,128 230 148 378 4,850 3,068 7,918 5,080 3,216 8,296

平成
25年

47,840 25,203 73,043 209 163 372 4,799 3,046 7,845 5,008 3,209 8,217

平成
26年

47,131 24,970 72,101 202 161 363 4,857 3,044 7,901 5,059 3,205 8,264

平成
27年

46,786 24,450 71,236 187 166 353 4,842 2,976 7,818 5,029 3,142 8,171

要保護児童生徒数（人）
（B）

準要保護
児童生徒数（人）

（Ｃ）

要保護・準要保護
児童生徒数合計

（Ｂ＋Ｃ）

5月1日現在の

公立小中学校の
児童生徒数（人）（A）
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佐賀県の児童扶養手当の受給者は、母子家庭、父子家庭ともに減少しています。

資料：佐賀県こども家庭課調べ

佐賀県における相談件数は、年々増加傾向にありましたが、29年度は減少しています。

資料：佐賀県総合福祉センター調べ

図表２－３６　児童扶養手当の受給者数の推移（佐賀県）

※児童扶養手当とは、父母が離婚するなどして父又は母の一方からしか養育を受けられな
い一人親家庭などの児童のために、地方自治体から支給される手当のこと。

図表２－３７　児童虐待相談件数の推移（佐賀県）
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一時保護件数

相談件数

（件

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年
平成29年/
平成25年

母子家庭 8,350 8,202 8,034 7,892 7,641 91.5%

一部支給 3,716 3,839 3,915 3,862 4,037 108.6%

全部支給 4,634 4,363 4,119 4,030 3,604 77.8%

父子家庭 799 798 703 659 628 78.7%

一部支給 356 373 343 335 332 93.3%

全部支給 443 425 360 324 296 66.9%

計 9,149 9,000 8,737 8,551 8,269 90.4%

一部支給 4,072 4,212 4,258 4,197 4,369 107.3%

全部支給 5,077 4,788 4,479 4,354 3,900 76.8%
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⑫ユニバーサルデザインの普及

資料：佐賀県県民協働課調べ

「平成29年度ユニバーサルデザイン・障害に関する県民意識調査」

⑬国際交流等の状況

資料：佐賀県国際課調べ

図表２－３８　　ユニバーサルデザインの認知状況（佐賀県）

　佐賀県の平成29年の旅券発給件数は17,766件で、内訳は女性9,571件（53.9％)、男性8,195
件（46.1％）となっています。
　また、佐賀県に住む外国人は年々増加しており、平成27年10月1日現在で3,878人で､女性は
2,389人(61.6％)､男性1,489人(38.4％)となっています。

図表２－３９　旅券発給件数の推移（佐賀県）

　年齢や障害の有無、性別等、人々がそれぞれ持つ違いを超えて、できるだけ全ての人が利
用しやすいユニバーサルデザインの考え方に立った社会づくりが求められおり、佐賀県で
は、約８割の方がユニバーサルデザインという言葉を聞いたことがあります。
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資料：総務省「国勢調査」

＊シニア海外ボランティア、日系社会青年ボランティア、日系社会シニア・ボランティア、

　短期ボランティアを含む。

資料：独立行政法人国際協力機構九州調べ

図表２－４１　青年海外協力隊等派遣状況（佐賀県）

図表２－４０　外国人人口の推移(佐賀県）

　青年海外協力隊員等として、平成29年度までに365人が佐賀県から派遣され、その内訳は女
性が152人（41.6％)、男性が213人（58.4％）となっています。
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昭和44～
平成16年度

206 70 136

17年度 13 8 5

18年度 12 7 5

19年度 12 8 4

20年度 15 8 7

21年度 20 8 12

22年度 22 13 9

23年度 8 3 5

24年度 10 4 6

25年度 10 4 6

26年度 9 5 4

27年度 9 4 5

28年度 13 7 6

29年度 6 3 3

152 213

41.6% 58.4%
365計
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⑭ＮＰＯ法人数

資料：佐賀県県民協働課調べ

注）各年度末時点

　佐賀県内におけるＮＰＯ法人の数は、年々増加してましたが、近年は横ばいとなっていま
す。

図表２－４２　NPO法人数（佐賀県）
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（基本方向３）女性が活躍し、男女がともに参画する社会づくり

　重点目標（６）女性の活躍推進と男性の意識改革・行動変革

①労働力人口・有業率

注）労働力人口：15歳以上人口のうち､就業者と完全失業者を合わせたもの。

注）有業率：15歳以上人口に占める労働力人口の割合（平成2年以降は労働力状態「不詳」を除く。）

資料：総務省「国勢調査」

資料：総務省「国勢調査」

　佐賀県の平成27年の労働力人口は427,864人で、このうち女性は196,520人(45.9％)となっ
ています。15歳以上の人口に占める労働力人口の割合（有業率）は女性が52.1％、男性が
70.8％となっています。
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図表３－２　労働力人口と有業率の推移（佐賀県）
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資料：総務省｢平成29年就業構造基本調査」

資料：総務省｢国勢調査」

図表３－３　年齢階級別有業率（佐賀県）

　女性の就業希望率をみると、「25～29歳」で最も高くなっており、就業希望率を有業率に
加えた潜在的有業率では、男性の有業率に近づいています。

図表３－４　産業別就業割合の推移（佐賀県）

　有業率を年齢階級別にみると、男性は25歳から59歳までのすべての年齢階層で大きな変化
はないものの、女性は｢35～39歳｣で81.0％と前後の年齢階層（｢30～34歳｣、「40～44歳」）
より若干低いという程度に上昇してきており、以前のМ字型がだいぶ解消されてきていま
す。
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  資料：総務省「国勢調査」

＊管理的職業従事者（会社役員、管理的公務員等） 資料：総務省「就業構造基本調査」

図表３－６　管理的職業従事者数及び女性の割合（佐賀県・全国）

図表３－５　　就業の状態別就業者割合の推移（佐賀県）
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②男女の職業別就業の状況　

  資料：総務省「国勢調査」

  資料：総務省「国勢調査」

　職業別就業の状況では、女性の「事務従事者」の割合が高いのに対し、男性は、「生産工
程従事者」の割合が高くなっています。

図表３－８　専門的・技術的職業従事者の推移（佐賀県）

　また、「専門的・技術的職業従事者」では、女性は「保健医療従事者」の割合が高いのに
対し、男性は「技術者」の割合が高いのが顕著です。

図表３－７　職業別就業者割合の推移（佐賀県）
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③医師・歯科医師・弁護士の女性の状況

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）

日本弁護士連合会調べ（平成30年）

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

（各年12月31日現在）

17.5
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2,292
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図表３－１０　女性医師・歯科医師数と割合の推移（佐賀県）
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図表３－９　医師・歯科医師・弁護士に占める女性の割合（佐賀県）

　佐賀県の女性の医師は475人（20.7％）、女性の歯科医師の数は106人（17.5％）、女性の
弁護士は15人（14.0％）と女性の割合は非常に低い状況です。
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④男女平等の労働環境の確立

注） *事業所規模30人以上

*調査対象事業所は、概ね2～3年ごとに抽出替え（事業所の入れ替え）を行っている。

*平成21年1月、平成24年1月、平成27年1月分調査の際、抽出替えを行っている。

*男女賃金格差は、男性の賃金を100として算出している。

資料：県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査」

ただし平成29年は速報値

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(平成29年）

図表３－１１　きまって支給する給与額の男女賃金格差〔常用労働者〕（佐賀県）

図表３－１２　年齢階級別きまって支給する現金給与額（佐賀県）

　年齢階級別に男女の現金給与額の差をみると、｢55～59歳｣で最も差が大きく、女性は男性より
153,800円低くなっています。

　平成29年における佐賀県の常用雇用者の賃金は、事業所規模30人以上では男性の賃金を100
とした時、女性(男女賃金格差)が62.1となっています。
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⑤民営事業所数

資料：佐賀県統計分析課調べ（「平成28年　経済センサス‐活動調査」）

　民営事業所数を従業者規模別にみると、「4人以下」の規模は全体の58.2％を占めており、
事業所の77.7%が「10人未満」の規模で占められています。
　また、民営事業所の従業者数を従業者規模別にみると、「10～29人」の規模が27.3％と最
も多く、300人以上の事業所に勤務する従業者は全従業者の7.3％となっています。

図表３－１３－１
従業者規模別「民営事業所数」構成比（佐賀県）

図表３－１３－２
従業者規模別「民営事業所従事者数」構成比
（佐賀県）
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⑥パート雇用者

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成29年）

注） *

*

*

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成29年）

非正規雇用者

図表３－１４　雇用者総数（役員を除く）に占めるパート雇用者の割合（佐賀県）
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　雇用者総数（役員を除く）に占める非正規雇用者の割合は35.9％となっており、このうち
女性は70.3％を占めています。また、非正規雇用者の女性のうちの66.1％は、パート雇用者
となっています。
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図表３－１５　短時間女性労働者と一般女性労働者との比較（佐賀県）
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⑦女性短時間労働者

図表3-16-1 図表3-16-2

図表3-16-3 図表3-16-4

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成29年）

　佐賀県の女性短時間労働者についてみると、平均年齢は47.3歳、平均勤続年数は6.0年、１
日当たりの所定内実労働時間数は5.4時間となっています。
　また、１時間当たり所定内給与額を全国と比較すると、佐賀県は946円で全国の1,074円を
下回っています。

図表３－１６　産業別短時間女性労働者（佐賀県･全国）

47.3 47.6 47.3 

38.6 

50.1 

46.4 

49.4 

44.8 

39.3 

53.0 

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

調
査
産
業
計

製
造
業

卸
売
業
，
小
売
業

宿
泊
業
，

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

サ
ー
ビ
ス
業

佐賀県 全国

歳

平均年齢

6.0

7.9

5.6

4.3

6.06.1

8.4

6.3

4.4

5.4

3

4

5

6

7

8

9

調
査
産
業
計

製
造
業

卸
売
業
，
小
売
業

宿
泊
業
，

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

サ
ー
ビ
ス
業

佐賀県 全国

年

平均勤続年数

5.4
5.6

5.2
5.0

5.35.3

5.8

5.2
5.0 5.0

3

4

5

6

調
査
産
業
計

製
造
業

卸
売
業
，
小
売
業

宿
泊
業
，

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

サ
ー
ビ
ス
業

佐賀県 全国

時間

1日当たり所定内実労働時間数

946
902 870 837

904

1,074 
969 996 966 

1,062 

500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200

調
査
産
業
計

製
造
業

卸
売
業
，
小
売
業

宿
泊
業
，

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

サ
ー
ビ
ス
業

佐賀県 全国

円

1時間当たり所定内給与額

51



⑧農林漁業従事者の状況

資料：農林水産省「農林業センサス」

注）販売農家は経営耕地面積が30アール以上または過去１年間の農産物販売金額が50万円以上の農家
注）基幹的農業従事者は農業就業人口のうち、ふだん仕事として自営農業に従事した世帯員

注）漁業就業者は満15歳以上で過去1年間に漁業の海上作業に年間30日以上従事した者

資料：農林水産省「農林業センサス」（平成27年）、「漁業センサス」（平成25年）
　　　総務省「国勢調査」（平成27年）

86.1

52.5

76.7

13,790

55.8

4,260

390

44.2

農業就業人口（販売農家）

453 13.963林業就業者

991

23,966

図表３－１７　農業就業人口（販売農家）・女性の割合の推移（佐賀県）

割合（％）

基幹的農業従事者

実数（人） 実数（人）

47.5

割合（％）

26,244

漁業就業者 3,26923.3

12,454

13,37410,592

女性
計

　また、漁業就業者では23.3％、林業就業者では13.9％を女性が占めています。

男性

実数（人）

図表３－１８　農業・漁業・林業就業者割合(佐賀県）

　佐賀県の農業就業人口（販売農家）に占める女性の割合は近年50％前後で推移しており、
このうち基幹的農業従事者は44.2％となっています。

　※基幹的農業従事者・・農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、調
　　査期日前１年間のふだんの主な状態が「仕事に従事していた者」のことをいう。
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⑨家族経営協定等の状況

注）

資料：佐賀県農産課調べ

⑩農産加工への取組や女性起業数の状況

％

％

％

％

注）各年度3月末現在

資料：佐賀県農政企画課、農産課調べ

図表３－１９　家族経営協定締結数の推移（佐賀県）

図表３－２０　地域農産物を活用した農産加工への取組状況（佐賀県）

86 108.9

品目数

パートナーシップ経営：農業の場においては、家族経営が主体であり就業と生活の場が密接不可分である
という特徴があることから、生産・経営・生活に男女とりわけ夫婦が助け合いながら対等なパートナーとして
農業経営に参画していること。

591

平成27年度 平成28年度 平成29年度 29年度／28年度

　農産加工組織数
組織数 88

77

587

平成26年度

539 653 121.2

72 74

7981

117.6

　うち農村女性起業
組織数

品目数

項目

627 616 544 640

　家族経営協定を締結している農家数は年々増加しており、平成30年で1,408戸となっており、
パートナーシップ経営が徐々に広がっています。

　地域農産物を活用した農産加工への取組状況をみると、平成29年度の86組織、640品目のう
ち、農村女性起業の組織数は68、品目数は653にのぼります。

68 91.9
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資料：佐賀県農政企画課調べ

図表３－２１　農村女性組織起業数の推移（佐賀県）
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　重点目標（７）政策・方針決定過程への女性の参画の推進

①女性議員の参画状況

注）各年12月31日現在

資料：佐賀県選挙管理委員会調べ､総務省選挙部調べ

注）各年12月31日現在 資料：佐賀県選挙管理委員会調べ、総務省選挙部調べ

9.7 384 31 8.1 12.9２９年 36 1 2.8 224 18 8.0 124 12

9.4 387 29 7.5 12.4

図表３－２３　女性議員割合の推移（佐賀県・全国）

11.7

２７年 37 1 2.7 223 16 7.2 127 12

125 9 7.2 389 26 6.7

1 2.8

２５年 36 1 2.8 233 24 6.0 11.6

２６年 36 1 2.8 228 16 7.0

14 6.0 130 9 6.9 399

11.3132 10

２４年 37 1 2.7 236 14 5.9 130 10

7.6 408 25 6.1

7.7 403 25 6.2 11.4

２３年 38 1 2.6 238 14 5.9

14 5.9

7.9 431 29２１年 40 2 5.0 252 16 6.3 139 11

２２年 40 2 5.0 239 26 6.3 11.1133 10 7.5 412

10.6148 13 8.8 457 34 7.4

6.7 10.9

２０年 41 2 4.9 268 19 7.1

19 7.1

平成１７年 40 1

１９年 41 2 4.9 269 34

279 21 7.5 203 15

2.5 260 18 6.9

149 13 8.7 459

１８年 39

36

8.8367 25 6.8 667 44 6.6

(％)(人) (人) (％) (人) (人) (％)

10.4

1 2.6 7.4 521 37 7.1 9.4

7.4

(人)

図表３－２２　地方議会における女性議員の状況（佐賀県・全国）

佐賀県 全国

県議会 市議会 町議会 合計
女性

議員の
割合総数

女性
議員数

女性
議員の
割合

総数
女性

議員数

女性
議員の
割合

総数

２８年

　佐賀県における女性議員の割合については、以前から全国割合を下回っています。また、
市議会・町議会においても、女性議員は総数の１０％に満たない値で推移しています。
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②県の審議会等における女性の参画状況

注）国のデータについては、各年9月30日現在

注）県のデータについては、各年3月31日現在

資料：内閣府｢国の審議会等における女性委員の参画状況調べ、佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

　佐賀県の各種審議会等における女性委員の割合は近年ほぼ横ばいとなっており、平成30年3
月31日現在で42.3％となっています。

図表３－２４　各種審議会等における女性委員の割合の推移（佐賀県・国）

図表３－２５　地方防災会議の委員に占める女性の割合の推移（佐賀県・全国）

　佐賀県の地方防災会議における女性委員の割合は平成24年を境に大きく上昇し、平成29年では27.9％となっ
ています。
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③県・学校等における管理職への女性の登用状況

注）管理職員は課長級以上

注）教育委員会には､小･中･高等学校の校長､教頭は含まない

資料：佐賀県人事課、教育総務課、警察本部調べ（平成30年４月１日現在）

資料：佐賀県人事課、教育総務課、警察本部調べ（各年４月１日現在）

　佐賀県職員の女性管理職の割合は、年々上昇しているものの、国の掲げる目標値30％達成の目途は、
まだ立っていません。

図表３－２７　管理職数の推移（佐賀県）

0 1

警察本部 10 0 0.0 0 0 0

1 8

知事部局 138 8 5.8 0 1 7
現地機関

計 156 9 5.8 0

教育委員会 8 1 12.5 0

62 0 0.0 0 0 0

教育委員会 20 1 5.0 0 0

204 26 12.7 1 7 18

27

本　庁

計 286 27 9.4 1 7 19

知事部局

合　　計 442 36 8.1 1 8

1

警察本部

　佐賀県の女性管理職（課長級以上）数は平成30年4月1日現在で36名で、管理職総数の8.1％
となっています。

図表３－２６　県の管理職の状況（佐賀県）

管理職総数 女性管理職の内訳

うち女性
女性の
割合

部局長
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次長クラス 課長クラス

(人) (人) (％) (人) (人) (人)
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注）高等学校は全日制と定時制の計 資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

　また、平成29年度の佐賀県の校長･教頭に占める女性の割合は、義務教育学校教頭が30.0％
と最も高くなっています。佐賀県の義務教育学校及び高等学校の教頭に占める女性の割合
は、全国平均を上回っています。

図表３－２８　校長･教頭に占める女性の割合の推移(佐賀県・全国）

13.0

（全国） 3,774 19.2 4,210 22.7 588 6.3 950 9.9 4 18.2 5 16.1 373 7.8 524 8.3

（佐賀県） 26 17.2 35 21.3 4 4.8 9 9.7 0 0.0 1 50.0 1 2.3 7

28年度

9.1

（全国） 3,813 19.1 4,186 22.3 571 6.1 848 8.7 - - - - 367 7.7 501 8.0

（佐賀県） 29 19.5 32 19.4 5 6.0 10 10.8 - - - - 2 4.5 5

27年度

10.2

（全国） 3,805 18.6 4,089 21.3 557 5.9 806 8.2 - - - - 327 6.8 502 7.8

（佐賀県） 31 20.4 34 21.1 6 7.0 8 8.5 - - - - 2 4.5 6

25年度

小学校 中学校 義務教育学校

数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合 数 割合

　(人) (％)

高等学校

校長 教頭 校長 教頭 校長 教頭 校長 教頭

数 割合 数 割合

　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％)

平成19年度 35 21.1 47 26.6 5 5.4 11 10.6 - - - - 1 2.2 1 1.5

20年度 31 21.5 49 27.8 8 8.6 9 8.9 - - - - 1 2.2 2 3.1

21年度 29 17.6 45 25.7 8 8.6 9 8.6 - - - - 1 2.3 3 5.1

22年度

（佐賀県） 29 18.0 42 24.4 8 8.6 8 7.6 - - - - 2 4.4 2 3.5

- 487 7.3（全国） 3,908 18.4 4,251 21.3 517 - 276 5.65.3 779 7.8 - -

23年度

（佐賀県） 29 18.4 38 22.5 8 8.6 10 9.4

476 7.2

- - - - 1 2.2 4

（佐賀県） 32 20.3 38 22.5

6.9

（全国） 3,880 18.5 4,203 21.3 531 5.5 804 8.1 - - - - 273 5.6

- - - - 2

24年度

4.4 3 5.2

（全国） 3,866 18.7 4,157 21.3 536 5.6 819 8.3 - - - - 316 6.5 503 7.7

7 7.6 10 9.6

26年度

（佐賀県） 32 21.2 31 19.1 6 7.0 12 12.8 - - - - 2 4.5 7 12.3

（全国） 3,842 19.1 4,089 21.5 545 5.8 806 8.3 - - - - 350 7.3 474 7.5

特別支援学校

校長 教頭

数 割合 数 割合

　(人) (％) 　(人) (％)

1 12.5 0 0.0

1 12.5 1 6.7

1 12.5 1 6.7

1 12.5 2 11.8

143 15.8 278 21.1

0 0.0 1 8.3

159 17.4 278 21.0

0 0.0 1 8.3

165 17.9 311 23.2

0 0.0 0 0.0

183 19.4 332 24.4

1 12.5 0 0.0

203 21.4 334 23.9

1 12.5 0 0.0

224 23.1 336 23.5

1 11.1 0 0.0

239 24.3 353 24.6

29年度

（佐賀県） 26 17.8 36 22.6 3 3.6 9 10.1 0 0.0 3 30.0 1 2.3 6 11.8 1 11.1 1 7.7

（全国） 3,763 19.3 4,367 23.9 609 6.6 1,021 10.8 23.6 377 25.93 6.5 19 23.2 374 7.9 575 9.2 234
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④市町における管理職への女性の登用状況

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ（平成30年４月１日現在）

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ（各年4月1日現在）

（平成30年12月31日現在）

資料：厚生労働省「女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」

図表３－３０　県内市町における管理職に占める女性の割合の推移（佐賀県）

図表３－３１　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定状況（佐賀県）

企業数 一般事業主行動計画届出企業数 届出率 一般事業主行動計画届出企業数
常時雇用労働者301人以上の企業 300人以下の企業

６９社 ６９社 100%

6.6

計 754 89 11.8 689 70 10.2

町 173 12 6.9 166 11

市 581 77 13.3 523 59 11.3

うち女性 女性の割合 うち女性 女性の割合
(人) (人) (％) (人) (人)

図表３－２９　県内市町職員の管理職の状況（佐賀県）

管理職総数
うち一般行政職

管理職総数

(％)

１７社

　佐賀県内の市町における女性管理職（課長級以上）は平成30年4月1日現在で89名（11.8％）と
なっており、平成18年度から上昇に転じ、年々増加しています。
　また、県内市町における管理職に占める女性の割合の推移をみると、平成19年以降、上昇傾向
が続いています。
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⑤農林業・水産業・商工業における政策・方針決定の場への女性参画状況

資料：佐賀県経営支援課、生産者支援課、農産課調べ

⑥公共的団体への女性の参画

注）平成30年4月1日現在

※ 平成29年度より佐賀県PTA連合会及び佐賀県高等学校PTA連合会の合計数　※ 実館長数

資料：佐賀県まなび課、福祉課、長寿社会課、学校教育課調べ

公民館連合会（県） 11 0 0.0 1 0

子ども会連合会（県） 16 0 0.0 1 0

0

0

民生委員児童委員協議会（県） 20 2 10.0 1 0

2 0ＰＴＡ連合会（県）※ 46

社会福祉協議会（県） 32 5 15.6 1

老人クラブ連合会（県） 13 2 15.4 1

6 13.0

注）平成３０年4月1日現在（農業協同組合役員及び漁業協同組合役員は平成30年3月31日現在、農業委員は
平成30年8月現在）

　公共的団体における女性役員の割合は、社会福祉協議会（県）の15.6％が最も高く、PTA連
合会（県）や老人クラブ連合会（県）でも役員として女性が参画しています。
　しかし、いずれの団体も県組織における女性の会長はいません。

図表３－３３　公共的団体における女性参画状況（佐賀県）

役員総数 会長
うち女性 割合 うち女性

(人) (人) (％) (人) (人)

中小企業団体中央会役員 27 0 0.0

商工会議所役員（連合会含む）　 227 8 3.5

商工会役員（連合会含む） 459 42 9.2

農業協同組合役員 148 15 10.1

漁業協同組合役員 57 0 0.0

(人) (人) (％)

農業委員 536 37 6.9

　農業や漁業、商工業の分野における女性の参画状況は、農業委員6.9％、農業協同組合役員
10.1％、商工会議所役員（連合会含む）3.5％、商工会役員（連合会含む）9.2％となってい
ます。
　また、漁業協同組合役員、中小企業団体中央会役員への女性の参画はなく、これらの分野
における女性の参画状況は依然として低いのが現状です。

図表３－３２　農林業・水産業・商工業における政策・方針決定の場への女性参画状況（佐賀県）

役員総数 うち女性の数 女性の割合

公民館館長　※ 117 10 8.5 － －
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市町における男女共同参画計画の策定割合は、佐賀県は100％を達成しています。

各年度４月1日時点
資料：内閣府男女共同参画局
「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」

図表３－３４　市町における男女共同参画計画策定割合の推移（佐賀県・全国）
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　重点目標（８）仕事と家庭・地域生活が両立する環境づくり

資料：総務省「国勢調査」

①保育所等数と入所児童数

注）各年４月１日現在
注）平成27年から保育所及び幼保連携型認定こども園の合計数

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

　共働き世帯の割合は、佐賀県は全国に比べ高い数値を示しています。また、平成27年には佐賀県・
全国ともに、上昇しています。

図表３－３５　共働き世帯割合の推移（佐賀県・全国）

　保育所等入所児童数は、0歳～2歳の乳児を中心に年々増加しています。なお、保育所等に
は、平成27年度以降、幼保連携型認定こども園を含みます。

図表３－３６　保育所等数の推移（佐賀県）
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佐賀県内の保育所等においては、入所児童数が増加傾向にあり、これに伴い設定される定員も増加しています。

注）各年4月1日現在

注）平成27年から保育所及び幼保連携型認定こども園の合計入所児童数

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

注）各年4月1日現在 資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

　また、入所児童年齢別推移をみると、「0～2歳」の割合は平成19年には全体の33.9％に対し、平成30
年には39.1％に上昇するなど、低年齢時から入所する傾向が見られます。

図表３－３７　保育所等入所定員と入所児童数（佐賀県）

図表３－３８　保育所等入所児童年齢別推移（佐賀県）
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②家事関連時間の状況

（単位：分）

注）15歳以上､週全体の平均時間

　　また、家事関連時間とは、2次活動のうち「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の時間

　　1次活動とは､睡眠･食事など生理的に必要な活動

　　2次活動とは､仕事･家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動

　　3次活動とは､余暇活動など

資料：総務省「平成28年社会生活基本調査」

（単位：分）

資料：総務省「社会生活基本調査」

587

全
国

無業者 37 4 3 23 67 684 169

396

有業者 13 1 7 15 36 611 509 320

総数 19 2 6 17 44 634 410

617 496 327

無業者 29 4 2 19 54 686 182 573

446

男
　
性

佐
賀
県

総数 20 2 6 17

無業者 180 8 30 38 256

45 632 412 396

有業者 12 2 5 14 33

369

有業者 126 4 21 32 183 622 522 296
全
国

総数 151 6 26 35 218 647 424

664 330

無業者 163 7 22 36 228 678 293 468

21 33 186 619 544

　佐賀県の女性の１日の家事関連時間をみると、有業者は186分、無業者は228分、総数では
203分となっています。
　また、男性の家事関連時間は、有業者は33分、無業者は54分、総数では45分となってお
り、女性と比べると著しく短い時間となっています。

図表３－３９　 １日の行動時間（佐賀県・全国）

家事関連時間
１次活動 ２次活動 ３次活動

家事 介護・看護 育児 買い物 計

277

女
　
性

佐
賀
県

総数 144 4 21 34 203 645 435 359

有業者 130 2

図表３－４０　６歳未満の子どもがいる夫婦の一日当たりの家事関連時間（佐賀県・全国）
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資料：総務省「平成28年度社会生活基本調査」

③労働時間

※平成20 28年までは、事業所規模30人以上の資料だが、
  平成29年から、事業所規模5人以上の資料。 資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

 （平成29年より、事業所規模30人以上の項目がなくなったため） 　ただし佐賀県の平成29年は速報値

図表３－４１　夫婦の生活時間（全国）

　佐賀県の事業所規模5人以上の事業所における常用労働者１人当たりの年間総実労働時間
は、平成29年で1,843時間となっており、全国平均の1,721時間と比べると122時間長くなって
います。

図表３－４２　労働者1人当たり年間総実労働時間（佐賀県・全国）

　夫婦の生活時間のうち、「家事・育児・介護等」には、妻の職業の有無にかかわらず、妻の方が著しく
多くの時間を割いています。
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資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

④育児休業の取得状況

注）調査対象は、常用雇用者規模30人以上の民間事業者から抽出した350事業所（H29年度有効回答数239事業所）

資料：佐賀県産業人材課「佐賀県労働条件等実態調査」

図表３－４３　男女別勤続年数（佐賀県・全国）

　最近では、95％を超える女性労働者が育児休業を取得しています。

図表３－４４　　育児休業取得状況（女性労働者・佐賀県）
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注）調査対象は、常用雇用者規模30人以上の民間事業者から抽出した350事業所（H29年度有効回答数239事業所）

資料：佐賀県産業人材課「佐賀県労働条件等実態調査」

⑤仕事と子育ての両立支援制度の設置状況

資料：佐賀県産業人材課「平成29年度佐賀県労働条件等実態調査」

　一方、男性の育児休業の取得者は極めて少ない状況です。平成29年度佐賀県労働条件等実
態調査によると、配偶者が出産した男性労働者のうち、育児休業を取得したのは、252人中5
人（2.0％）となっています。

　育児休業制度があるまたは慣行として実施しているのは219事業所で、そのうち産後休暇ま
たは育児休業後の復職した労働者に対する仕事と子育ての両立支援制度を設置しているの
は、174事業所（79.5％）となっています。

　その内容についてみると、「短時間勤務制度」が146事業所（83.9％）と高い一方、「事業
所内託児施設の設置・運営」や「育児に関する経費の援助」は12事業所（6.9％）と低くなっ
ています。

図表３－４５　　育児休業取得状況（男性労働者・佐賀県）

図表３－４６　仕事と子育ての両立支援制度の設置状況（佐賀県）
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⑥保育内容の充実状況

資料：佐賀県こども未来課調べ

14

保護者が労働等により昼間家庭
にいない小学校児童に対し、放
課後児童クラブを設置し、放課
後児童健全育成の向上を図る
事業

クラブ
242

(H28.5.1時点）
248

(H29.5.1時点）

乳幼児およびその他保護者が
相互の交流を行う場所を開設
し、子育てについての相談、情
報の提供、助言その他の援助を
行う事業

施設 53 56

利用者支援

ファミリー・サ
ポート・センター

乳幼児や小学生等の子育て中
の保護者を会員として、子ども
の預かりなどの援助を受けること
を希望する方と、援助を行うこと
を希望する方との相互の助け合
う活動に関する連絡、調整を行
う事業

市町 12 16

子育て家庭や妊産婦の困りごと
等に合わせて、幼稚園・保育所
などの施設や、地域の子育て支
援事業を選択して利用できるよ
うに、情報の提供や支援の紹介
などを行う事業

市町 7 8

地域子育て
支援拠点

放課後児童クラ
ブ

136

延長保育

突発的な事情や社会参加、また
保護者の心理・身体的負担軽
減のために、保育所等において
一時的に保育を行う事業

施設 145

病児・病後児保
育

図表３－４７　地域子ども子育て支援事業等の実施状況の推移（佐賀県）

子ども・子育て
支援事業

一時預かり

内容 単位

実施箇所数 実施箇所数

平成28年度 平成29年度

仕事と子育てのニーズに対応す
るため、保育所及び認定こども
園等での通常の利用時間以外
の時間に保育を行う事業

施設 184 182

保育所へ通所中の児童等が病
気や病気の回復期において、
自宅での養育を余儀なくされる
期間、当該児童を病院等に付
設された施設等において一時
的に預かる事業

施設 14

　近年の社会情勢の変化による保育ニーズに対応するため､すべての家庭を対象としたさまざ
まな子育て支援の充実が進められています。
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⑦介護の状況

資料：佐賀県産業人材課「平成29年度佐賀県労働条件等実態調査」

資料：厚生労働省「平成28年度介護保険事業状況報告」

　県内の事業所のうち介護休業制度を就業規則等に定めている事業所は214事業所
（95.5％）、慣行で実施している事業所は2事業所（0.9％）となっています。
　また、介護休業制度を就業規則等に定めている214事業所において、介護休業を取得できる
期間についてみると、「93日間」が最も多く88.3％を占めています。

図表３－４８　介護休業制度の状況（佐賀県）

　また、県の要介護（要支援）の認定者割合は、男性が28.1％で全国の31.1％に比べて男性の割合が低く
なっています。全国的に女性の要介護者（要支援者）が多いことが分かります。

図表３－４９　要介護（要支援）認定者数について（佐賀県・全国）

※保険者が国民健康保険団体連合会に提出する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に要介護度が
遡って変更になる場合がある。

慣行としてある

0.9%

ない

3.6%
93日間

88.3%

93日を超え6ヶ月まで

1.9%

6ヶ月を超え1年未満

6.1%

その他 3.7%

制度としてある

95.5%

「制度としてある」
95.5％の内訳↓

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計（割合）

男性 2,000       1,735       3,180       2,040       1,826       1,239       801         12,821（28.1％）

女性 5,058       5,224       7,480       4,715       4,138       3,408       2,741       32,764（71.9％）

男性 273,111   240,963   410,880   377,375   276,362   223,599   163,412   1,965,702（31.1％）

女性 618,647   626,907   848,954   725,416   555,790   540,892   437,422   4,354,028（68.9％）

佐賀県

全国
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資料：佐賀県長寿社会課「佐賀県高齢者要望等実態調査」（平成28年度）

注）前職が非農林業雇用者で過去１年間の離職者
平成23年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

資料：総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。

図表３－５１　介護・看護を理由とした離職者数の推移（男女別）

図表３－５０　介護者の状況(佐賀県）

図表３－５０－１　介護者の年齢 図表３－５０－２　主な介護者

　介護・看護を理由とした離職者数は、どの年も女性の離職者数が大きく男性を上回っています。
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重点目標（１）男女共同参画の意識の形成
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

　国が策定する男女共同参画の視点からの広報ガイ
ドラインに基づき公的機関の発行する広報・出版物
について、性別に基づく固定観念にとらわれない表
現とする。

－ － 全部局

　県内全世帯へ配布される「県民だより」等を活用
して、男女共同参画社会づくりの意識啓発を図る。 66,483 65,428 広報広聴課

　各所属に相談員（所属長及び所属長が指定する職
員）を配置し、苦情相談に対応できる体制を整備す
る。

－ －

　県が一事業所として率先して仕事と家庭・地域生
活の両立がしやすい職場を目指す行動計画に基づ
き、環境整備を進める。

－ －

県内の生涯学習センターや公民館等で実施される男
女共同参画の視点を取り入れた講座等の情報を収集
し、県民に提供するとともに、その学習・相談に応
じる。

4,759 5,673 まなび課、
生涯学習センター

　男女共同参画社会基本法の公布・施行日（平成11
年6月23日）を踏まえて定められた男女共同参画週間
（6/23～6/29）において、広報紙「アバンセＮＯ
Ｗ」や「県民だより」等を活用し、啓発の推進を図
るとともに県民への周知を行う。

－ －

　「第４次男女共同参画基本計画」の普及・啓発を
図るためにセミナーを開催するとともに､計画を着実
に遂行するため､県民や企業等へ男女共同参画の実現
に向けた協力等を要請する。

－ －

有識者や公募により委員を構成し、男女共同参画基
本計画の推進状況の検証、確認、現状の把握、分析
をしてもらい、年次報告として公表する。また、男
女共同参画施策の推進に関して必要な事項について
は、意見を聞くなど、連携をとりながら施策を推進
する。

－ －

　県職員の男女共同参画に関する理解を深め、意識
啓発を図るため、研修を行う。
・男女共同参画推進員研修　等

－ －

　会議を通じて男女共同参画に関する情報を提供
し、市町における取組の推進を支援する。 － －

　男女共同参画に関する施策の推進状況等を把握
し、県民に報告するとともに、市町及び庁内各課の
事業の指針とする。

－ －

　県内各地域で男女共同参画社会についての意識形
成を推進する男女共同参画の正しい理解・認識を浸
透させることを目的に研修を開催する

－ －

Ⅲ　佐賀県の男女共同参画関連施策の概要

基本方向１　男女共同参画推進の基盤づくり

事業内容　 担当課事業名

広報ガイドラインに基づ
く表現

｢県民だより｣等による広
報事業

男女共同参画週間の広
報・啓発

基本計画の普及・啓発

男女共同参画推進審議会
の開催

男女参画・女性の
活躍推進課

広報・学習相談事業

「特定事業主行動計画」
の推進

セクハラ相談員の設置

県職員の男女平等意識の
向上

市町男女共同参画行政主
管課長会議の開催

｢男女共同参画の現状と
施策｣の作成･公表

男女共同参画推進リー
ダー研修の開催

人事課
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746 男女参画・女性の活躍推進課

情報提供事業｢アバン
セNOW｣の発行ほか

  男女共同参画センター及び男女参画・県民協働課
の事業等を効果的にPRし、施設の利用促進を図るた
め、「アバンセNOW」を発行する。また、行政施策等
についての情報提供を通じて、男女共同参画社会に
ついての県民の理解を深める。

図書資料等整備事業
　女性の精神的、経済的自立と活動及び県民の生涯
学習を支援する情報源としての図書資料を利用者に
迅速に提供する。

企画相談・コーディ
ネート等

　市町担当者、企業、民間団体、個人等からの男女
共同参画に関する企画の相談に応じ、コーディネー
トすることにより地域での男女共同参画推進の拡が
りを支援していく。

男女共同参画お届け
講座

　地域各種団体において、団体の規模・形態を問わ
ず、要望のあった団体（県民）を対象に、出前講座
で男女共同参画の基本理念について学習する機会を
提供し、男女共同参画社会の形成を促進する。

明治維新期の女性活
躍イベント

 明治維新期に活躍した佐賀県に関連する女性にス
ポットを当て、その功績について学ぶ機会を提供
し、男女共同参画意識の形成を促進する。

男女共同参画週間記
念フォーラム

　男女共同参画社会の推進を図ることを目的に男女
共同参画週間の期間中にフォーラムを開催する。

市町男女共同参画課
担当職員研修（基
礎・実践）

　男女共同参画の行政担当者に、男女共同参画に関
する基本的認識を促すとともに住民一般への啓発普
及を促進する。

男女共同参画セン
ター会議等への参加

　男女共同参画センター等が互いの課題を共有、検
討することにより複雑多様化するニーズに対応する
事業展開を図るとともに、各センター間の連携を深
める。

学生の意識啓発に関
する調査研究事業

　男女共同参画を推進に向け、県内大学・短期大学
において実施する男女共同参画の形成に関する事業
について、参加学生の意識の変化等に関する調査研
究を行う。

災害時避難所マニュ
アル情報提供事業

　県内外で策定されている災害時避難所マニュアル
をもとに、男女共同参画の視点から､市町に対して災
害時避難所マニュアルの作成及び新たに盛り込むべ
き事項等について情報提供を行う。

男性の家事参画地域
講座

　男性を対象に、家事への積極的な関わりを促す地
域の実情に合わせた講座を実施し、男性の自主的な
家事参画の気運を高め、男女共同参画社会の実現を
図る。

学生への意識啓発事
業

　大学、短期大学の学生に対し、キャリアアップ等
について講演会を開催し、就職する前に意識の啓発
を図る。

男女共同参画関連イ
ベント情報提供事業

　市町や民間団体が実施する男女共同参画イベント
の情報を収集し、機関誌等で広く情報を提供する。

男女共同参画センター及
びＤＶ総合対策センター
事業

（男女共同参画セ
ンター）
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

県民向け講演会

　ＤＶ、性犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメ
ント、ストーカー行為等、女性に対する暴力の根絶
に向けた社会的気運の醸成を図るため、「女性に対
する暴力をなくす運動」期間（11月12日～25日）に
合わせ、県民を対象とした「女性に対する暴力防止
講演会」を開催する。

（ＤＶ総合対策セ
ンター）

注予算額が「－」のものは、予算措置がない事業（０予算事業）である。以下同じ。
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重点目標（２）幼少期からの男女共同参画の意識形成
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

 知事部局・教育委員会・関係団体等が相互に連携協
力しながら、総合的な生涯学習の推進を図るための
学習情報・学習機会を提供する。

8,392 11,916

 県内の生涯学習センターや公民館等で実施される男
女共同参画の視点を取り入れた講座等の情報を収集
し、県民に提供するとともに、その学習・相談に応
じる。

4,759 5,673

 社会教育関係者を対象にした研修等において、男女
共同参画の視点に配慮した講座や学習プログラムの
企画立案等を行うよう働きかける。

2,745 2,168

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746 男女参画・女性の活躍推進課

高校・大学生向けＤ
Ｖ未然防止教育事業

　県内高等学校及び大学等の生徒・学生を対象に、
各学校において、交際間における暴力（デートＤ
Ｖ）を未然に防止するための講演を実施する。

中学生向け予防教育
事業

　県内中学校の生徒を対象に、各学年の発達段階に
応じ、命の教育、暴力の予防、性感染症予防などに
ついての授業を実施する。

小学生向け予防教育
事業

　県内の小学校高学年の生徒を対象に、命の教育、
暴力の予防などについての授業を実施する。

 保育の実施に際して、性別などによる固定的な意識
を植え付けることがないよう配慮すること等が盛り
込まれた保育所保育指針等に則った研修が行われる
よう支援する。

4,000 4,000

 青少年を取り巻く有害な環境の浄化を促進するた
め、関係業界への自粛、自制の協力要請を強化する
とともに、啓発活動を積極的に行い、地域の団体、
住民などによる活動を推進し、支援を行う。

1,230 1,231

 服務関係を中心とした研修の中で、ハラスメントの
防止についての講義及び育児休暇等の男性職員の取
得促進について講義を行う。

－ －

　各学校に相談員（学校長）及び相談窓口担当者
（学校長が指定する職員）を配置し、苦情相談に対
応できる体制を整備する。

－ －

　県立学校の新任校長・教頭等の研修の中で、セク
シャルハラスメントの防止について講話を実施す
る。

60 47 教職員課、
教育センター

　幼稚園新規採用教員を対象に、専門的な知識及び
実践的な保育技術を身につけさせることを目的に実
施。子育てに対する男女共同参画の意識啓発という
視点での講話を実施する。

1,086 1,086 学校教育課

事業内容　 担当課

教職員課

広報・学習相談事業（再
掲）

保育士や幼稚園教諭、認
定こども園保育教諭の研
修

新規採用教職員研修（教
育振興課主催の新規採用
教職員開校式にて実施）

学校におけるハラスメン
ト相談員等の設置

こども未来課

まなび課、
生涯学習センター

（ＤＶ総合対策セ
ンター）

事業名

男女共同参画センター及
びＤＶ総合対策センター
事業（再掲）

青少年にとってより良い
社会の環境づくり事業

社会教育関係者に対する
研修事業

生涯学習の充実

幼稚園新規採用教員研修
事業

新規管理職研修
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　発達段階に応じた教材や指導方法等の向上を図る
ため、講義や実践発表並び指導案作成等について研
修し、指導者としての資質向上を図る。

35 38

　幼稚園の管理職を対象とした研修会において男女
共同参画や性別役割分担意識解消に関する指導を行
う。

90 92

　県立学校及び市町立の学校で実施される講演会等
に性に関する指導に造詣の深い講師を派遣し、性に
関する指導の充実を図る。

784 1,230 保健体育課性に関する指導支援事業

学校教育課

管理職を対象とした研修
会

幼稚園教諭、保育教諭、
保育士等を対象とした研
修会
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重点目標（３）男女間のあらゆる暴力の根絶
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

 教育等の場において、セクシュアル・ハラスメント
の防止のための取組が進められるよう支援を行う｡こ
のほか､請負形態など直接雇用関係にない労働や社会
福祉関係等の場においても、今後取組が進められる
よう支援を行う。

－ － 全部局

 県民総合相談・情報提供窓口「さが元気ひろば」
（平成31年2月1日から「行政の窓口」）を設置し、
女性のための各種の情報を提供する。

15,762 16,030 広報広聴課

　さまざまな人権問題の解決に向けた啓発パンフ
レットの作成・配布や啓発パネル・ビデオの貸出を
行う。

504 537

 県民の人権問題に対する正しい理解と認識を深める
とともに、人権意識の普及高揚を図るため、「ふれ
あい人権フェスタ」を開催する。

3,421 3,421

　高齢者虐待防止について関係機関及び一般県民に
対する広報・啓発に努めるとともに、関係機関への
研修事業を実施することにより、虐待のない地域づ
くりに向けた取組を推進する。

916 1,216 長寿社会課

　女性に対する暴力被害者支援関係機関が連携を強
化し、被害者支援の円滑化に資するとともに、中長
期的課題について検討を加え、女性に対する暴力の
被害者支援及び根絶のために、それぞれの機関･団体
が行う事業の総合調整機能を果たすＤＶ総合対策セ
ンター機能の充実・強化を図る。

4,139 4,613 男女参画・女性の活躍推進課

ＤＶ総合対策会議

　男女間のあらゆる暴力について、被害者への支援
体制の強化及び暴力の根絶を目的とした事業を総合
的に検討･調整し、事業実施に向けた方針･方策を決
定するため、佐賀県ＤＶ総合対策会議を開催する。
  また、「佐賀県DV被害者支援基本計画（第３次計
画）」の計画期間が平成30年度で終了するため、専
門部会を設置し、基本計画に反映させるための専門
的な調査研究を行い、新計画へ反映させる。

ＤＶ被害者支援市町
連携会議

　市町及び関係機関の連携強化とＤＶ対策のさらな
る充実を図るため、ＤＶ被害者支援市町連携会議を
開催する。

配偶者暴力防止法関
係機関連絡会

　ＤＶ防止法の関係機関同士の連携を強化し、被害
者支援における共通認識を持つための情報交換の場
として配偶者暴力防止法関係機関連絡会を開催す
る。

県内ＤＶ被害者支援
民間団体等の活動支
援

　地域におけるＤＶ被害者の支援やＤＶを未然に防
止するための啓発活動等の広がりを支援するため、
県内でＤＶ被害者支援のために活動している民間団
体等に対する活動支援を行う。

ＤＶ関係機関実務者
等研修

　ＤＶ被害者支援に携わる相談員等の支援スキルの
向上のため、事例検討や講義、ワークショップ等に
よる研修を実施する。

市町ＤＶ出張研修

　住民に最も身近な行政機関である市町の職員に、
ＤＶ被害者の心理や加害者対応などＤＶに対する認
識を深めてもらうため、市町の希望に応じ、出張研
修を実施する。

高校・大学生向けＤ
Ｖ未然防止教育事業
（再掲）

　県内高等学校及び大学等の生徒・学生を対象に、
各学校において、交際間における暴力（デートＤ
Ｖ）を未然に防止するための講演を実施する。

県民総合相談・情報提供
事業

ＤＶ総合対策センター事
業

通年啓発事業

人権週間事業

人権・同和対策課

高齢者虐待防止事業

（ＤＶ総合対策セ
ンター）

基本方向２　安全・安心に暮らすことができる社会づくり

事業内容　 担当課事業名

セクシュアル・ハラスメ
ント防止の取組支援
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

中学生向け予防教育
事業（再掲）

　県内中学校の生徒を対象に、各学年の発達段階に
応じ、命の教育、暴力の予防、性感染症予防などに
ついての授業を実施する。

小学生向け予防教育
事業（再掲）

　県内の小学校高学年の生徒を対象に、命の教育、
暴力の予防などについての授業を実施する。

県民向け講演会（再
掲）

　県民にＤＶについての理解を深めてもらい、ＤＶ
の根絶に向けた社会的気運の醸成を図るため、県民
を対象とした講演会を開催する。
　ＤＶ、性犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメ
ント、ストーカー行為等、女性に対する暴力の根絶
に向けた社会的気運の醸成を図るため、「女性に対
する暴力をなくす運動」期間（11月12日～25日）に
合わせ、県民を対象とした講演会を開催する

ＤＶ防止啓発展示

　ＤＶをはじめとする女性に対する暴力についての
理解を深めてもらうため、「女性に対する暴力をな
くす運動」期間に合わせ、啓発パネル等を展示す
る。

ＤＶ未然防止教育事
業等でのアンケート
の実施、分析

　ＤＶ未然防止教育事業及び予防教育事業の実施前
後に、生徒・学生に対するアンケートを行い、結果
を分析することで、教育効果を把握するとともに、
より予防効果の高い教育プログラムへの改善に役立
てる。

女性のための総合相
談事業

　家庭や職場、地域でのあらゆる問題について、相
談者の問題解決を電話や面接により支援する。

女性のための法律相
談

　ＤＶ、離婚、親権、セクハラ、金銭問題など女性
が抱える問題について、法律の専門家（女性弁護
士）が面接相談に応じ、相談者の問題解決を支援す
る。

女性のためのこころ
の相談

　様々な問題により、精神的な不調を感じている女
性に対して、女性臨床心理士が面接相談に応じ、相
談者の心のケアを図る。

LGBTsに関する相談 　ＬＧＢＴｓに関する相談について、相談員が電話
相談に応じ、相談者の支援を図る

 潜在化しているＤＶ相談等の掘り起しや、ＤＶ等被
害者を中心に置いた支援の仕組みをつくり、被害者
等の早期発見及び支援並びに被害者等の状況にあっ
た、よりきめ細やかな支援を行うことにより、ＤＶ
対策の強化を図る。

18,760 18,815 男女参画・女性の活躍推進課

女性のための市町巡
回相談

相談窓口未設置の市町に対し、定期的に女性総合相
談員を派遣し、住民からの相談に応じる。
　相談窓口設置済みの市町に対し、重篤なＤＶ被害
の相談等、困難なケースが発生した場合等に、相談
員を派遣し、市町の相談員への助言を行う。

性暴力被害者支援事
業

　犯罪被害の中でも、特に潜在化しやすいとされる
性暴力被害者を、急性期から回復に至るまでの中長
期的な支援スキームの開発・実証を行う。

児童・生徒に対する
ＤＶの発見・支援事
業

　平成２４年度に策定した「児童・生徒に対するＤ
Ｖの発見・支援プログラム」を県内小中学校での活
用を促すために、教育事務所単位での各学校の養護
教諭や生徒指導担当教諭等を対象とした研修会を実
施する。

男性のための総合相
談

　男性が抱える家庭や職場、地域などでの様々な悩
みについて、男性臨床心理士が電話及び面談による
相談に応じ、相談者の心のケアを図る。

（ＤＶ総合対策セ
ンター）

（ＤＶ総合対策セ
ンター）

ＤＶ対策強化事業
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　青少年を取り巻く有害な環境の浄化を促進するた
め、関係業界への自粛、自制の協力要請を強化する
とともに、啓発活動を積極的に行い、地域の団体、
住民などによる活動を推進し、支援を行う。

1,230 1,231 こども未来課

売春防止法第35条、38条に基づく婦人相談員の活動
に要する経費 230 261

増加傾向にあるＤＶ被害者等の自立支援に必要な経
費（婦人相談員設置費、一時避難施設宿泊費補助経
費）

2,404 2,495

売春防止法第35条、38条に基づく婦人相談員設置費
（要保護女子の早期発見、転落未然防止） 4,752 4,945

売春防止法第34条に基づく一時保護所運営費（一時
保護を要する女性及び同伴者に対し、心身の安定と
自立支援を行う）

8,623 8,440

（１）婦人相談所一時保護所処遇費
　　売春防止法第34条、条例：佐賀県婦人相談所設
置条例
（２）一時保護委託（処遇費）
　　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関
する法律

4,649 4,369

要保護女子等に関する各般の問題につき相談に応じ
ると共に、要保護女子等及びその家族につき必要な
調査を行いながら支援にあたる。

100 100

　児童虐待に対する関係機関及び一般県民に対する
広報・啓発に努めるとともに、関係機関への研修事
業並びに児童相談所の虐待対応機能の強化を図るこ
とにより、児童虐待の早期発見・適切な援助活動の
強化を図る。

14,818 16,868

　児童虐待防止に向け、市町が実施する、乳児家庭
全戸訪問事業、養育支援訪問事業、子どもを守る地
域ネットワーク機能強化事業へ補助する。

14,217 15,368

　被害者の心情や立場に配慮した捜査、相談活動を
着実に推進するとともに､関係機関・団体等との連携
強化を図る。
　また、被害者支援に対する県民の幅広い理解と協
力を得るための広報啓発活動を推進する。

6,740 14,228 警察本部
広報県民課

　ＤＶ対策に関し、関係機関との連携協力を図る。 － －

　ＤＶ被害者の保護を行う。 167
（※を含む）

129
（※を含む）

　ＤＶ被害の防止のための援助を行う。 ※ ※

　ＤＶ被害者等からの相談を受理する。 － －

　ストーカー規制法の適切な運用を図る。 ※ ※

　インターネット等を利用した児童買春・児童ポル
ノ禁止法違反等に対する取締りを強化する。 228 227

　売春に対する取締りを推進する。 － － 警察本部
生活安全企画課

青少年にとってより良い
社会の環境づくり事業
（再掲）

こども家庭課、
総合福祉センター

女性に対する暴力被害者
支援事業

婦人相談員設置事業（人
件費）

婦人相談所一時保護所運
営事業（事務費）

要保護婦人支援事業

児童虐待対策事業

児童虐待防止市町支援事
業

児童買春・児童ポルノ禁
止法に基づく取締り

売春に対する取締りの推
進

被害者の保護

被害の防止のための援助

DV被害に関する相談受理

ストーカー規制法の適切
な運用

ＤＶの被害者支援を含め
た被害者支援事業

関係機関との連携協力

警察本部
人身安全・少年課

婦人相談所一時保護所処
遇事業

婦人相談員設置事業（活
動費）
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　性犯罪の被害者の身体には加害者に関する各種資
料が付着していることから、犯人特定に結びつく資
料を迅速確実に採取するために、専用の資機材を用
いた鑑識活動を行うほか、実況見分時に動作再現人
形を使用するなど、被害者の精神的負担を軽減しな
がら捜査の強化を図る。

109 108 警察本部
捜査第一課

　県立学校及び市町立の学校で実施される講演会等
に性に関する指導に造詣の深い講師を派遣し、性に
関する指導の充実を図る。

784 1,230 保健体育課
性に関する指導支援事業
（再掲）

性犯罪への厳正な対処
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重点目標（４）生涯を通じた男女の健康支援
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

　本県の生涯スポーツの振興と明るく生き生きとし
た県民生活の一層の充実に寄与することを目的に開
催する。

1,509 1,509

　子どもたちが生活する身近な地域において、ス
ポーツを通じた異年齢集団との交流を図り、だれで
も参加できる「総合型地域スポーツクラブ」の育成
を図る。

742 758

　妊娠、出産から新生児までの高度専門的医療の効
果的に、安心して子どもを産むことができる環境づ
くりの推進を検討する。

10,547 48,369 医務課

　「第２次佐賀県健康プラン」を推進するため、関
係機関・団体の連携を密にし、推進組織体制の充実
を図る。

1,258 1,440

　市町が４０歳以上の住民を対象に実施する健康増
進事業（健康教育・健康相談・健康診査・訪問指導
等）に補助を行う。

25,707 28,936

　がん予防知識の普及・啓発事業を行うことによ
り、がん検診受診者を増加させ、がん死亡者数の減
少を図るとともに、がん患者・家族の支援を行う。

14,182 17,270

　マスメディアを使った集中広報や夫婦などペアで
健診を受けた場合にプレゼントを提供するキャン
ペーン等を展開し、特定健診やがん検診を受ける
きっかけづくりを行う。

16,316 13,478

　エイズ、性感染症に関する啓発事業及び相談事業
を実施する。 2,778 3,158

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746 男女参画・女性の活躍推進課

女性のためのこころの
相談（再掲）

　様々な問題により、精神的な不調を感じている女
性に対して、女性臨床心理士が面接相談に応じ、相
談者の心のケアを図る。

（ＤＶ総合対策
センター）

 潜在化しているＤＶ相談等の掘り起しや、ＤＶ等
被害者を中心に置いた支援の仕組みをつくり、被害
者等の早期発見及び支援並びに被害者等の状況に
あった、よりきめ細やかな支援を行うことにより、
ＤＶ対策の強化を図る。

18,760 18,815 男女参画・女性の活躍推進課

男性のための総合相談
（再掲）

　男性が抱える家庭や職場、地域などでの様々な悩
みについて、男性臨床心理士が電話及び面談による
相談に応じ、相談者の心のケアを図る。

（ＤＶ総合対策
センター）

 女性の生涯を通じた健康づくりの一環として、不
妊に悩む夫婦等が気軽に相談できる体制を確立す
る。
 不妊専門相談センターを佐賀中部保健福祉事務所
に設置し、より専門的な相談に対応する。
 夫婦間の人工授精及び体外受精に対して、治療費
の一部を助成することにより、不妊治療を受けやす
くする。

260,380 248,345 こども家庭課

健康増進課

男女共同参画センター及び
ＤＶ総合対策センター事業
（再掲）

担当課事業名

健康アクション佐賀
２１推進事業

市町健康増進事業

がん予防推進事業

女性のがん検診受診促進強
化事業

周産期医療対策事業

エイズ・特定感染症予防事
業

スポーツ課

ＤＶ対策強化事業
（再掲）

県さわやかスポーツ・レク
リエーション祭の開催

総合型地域スポーツクラブ
の育成・推進

事業内容　

不妊の悩み支援事業
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

担当課事業名 事業内容　

　思春期の健康問題及び支援に必要な情報共有と連
携の充実を図り、学校を始め、地域全体で思春期保
健に取り組む。

1,816 1,816 こども家庭課

　労働時間の短縮や育児休業・休暇取得促進等の啓
発活動の実施、短時間勤務や在宅勤務などの多様な
働き方の普及促進を図ることにより、仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）の取れる労働環
境の整備についての啓発を行う。

17,797 20,967 産業人材課

　県立学校及び市町立の学校で実施される講演会等
に性に関する指導に造詣の深い講師を派遣し、性に
関する指導の充実を図る。

784 1,230 保健体育課性に関する指導支援事業
（再掲）

ワーク・ライフ・バランス
推進事業

思春期からの健康支援事業
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重点目標（５）生活に困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

 在住外国人を対象とした常設の相談窓口の設置、
(公財)佐賀県国際交流協会にする補助の実施などを
通じて、外国人住民を含む県民が共生できる社会の
実現を図る

28,648 20,175 国際課

 障害者文化芸術作品展を開催することにより、障
害者の創作意欲の向上と社会活動への参加を促進
し、障害者福祉の増進と普及啓発を図る。

700 700 文化課

専用Webサイトを中心に、アワードや研修会の開催
等、事業者・当事者の相互理解を促進し、お年寄り
や障がいのある方、子育て・妊娠中の方、誰もが安
心して外出できる、やさしいまちのスタイル（さが
すいたいる）を推進する。

5,396 11,688

小中学生を対象としたコンテストや県民意識調査、
佐賀県福祉のまちづくり条例の運用による建物づく
り等により、年齢・性別・国籍・障害の有無など、
人々が持つ様々な特性や違いを超えて、全ての人が
暮らしやすくなる社会の実現に向けた総合的な取組
を推進する。

8,881 1,815

相談窓口を設置し、希望する施設に対し、人にやさ
しい建物づくりの視点から、施設改修や備品整備、
人的サービスに関する改善点をアドバイスを行い、
誰もが安心して外出できる暮らしやすいまちづくり
の推進を図る。

1,532 1,534

 知事部局・教育委員会・関係団体等が相互に連携
協力しながら、総合的な生涯学習の推進を図るため
の学習情報・学習機会を提供する。

8,392 11,916 まなび課

　さまざまな人権問題の解決に向けた啓発パンフ
レットの作成・配布や啓発パネル・ビデオの貸出を
行う。

504 537 人権・同和対策課

事業内容　 担当課

生涯学習の充実
（再掲）

外国人と共に暮らす佐賀県
づくり事業

事業名

障害者社会参加推進事業

通年啓発事業（再掲）

さがすたいる推進事業
(H29事業名「街なかプラス
ワン施設のSAGAづくり事
業」）

県民協働課人にやさしい街づくり推進
事業

人にやさしい建物づくりサ
ポート事業
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

 県民の人権問題に対する正しい理解と認識を深め
るとともに、人権意識の普及高揚を図るため、「ふ
れあい人権フェスタ」を開催する。

3,421 3,421 人権・同和対策課

　資質の高い福祉人材を確保するとともに、これら
の人材の専門的知識・技術及び意欲を高め県民の福
祉ニーズに対応した福祉サービスを提供するための
事業を実施する。

5,712 5,712

 福祉・介護人材の育成支援・就労支援・定着支援
により福祉人材の確保を図る。 22,550 22,550

 介護従事者の相談窓口の設置や職場を超えた交流
会等を開催することにより介護従事者が安心して働
ける環境を整備する。

8,835 8,835

　認知症性高齢者、知的障害者等判断能力が十分で
はない者が地域において自立した生活が送れるよ
う、福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理、書
類の預かりサービス等を行う。

33,245 33,245

　年齢や障害の有無に関わらず、誰もが自然に集
い、住み慣れた地域の中で安心して生活していくこ
とができるよう、様々な福祉サービスを地域住民や
市民社会組織（CSO）、ボランティア等が協働し、
支援していく地域の拠点整備に対し助成する。

10,000 8,000

　社会福祉法人等の提供する福祉サービスの質を事
業者及び利用者以外の第三者機関が評価し、福祉
サービスの質の向上を図る。

288 246

 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図
るため、早期からの支援を実施する環境を整備す
る。
 なお、本事業の推進により、生活困窮者の社会
的、経済的自立の促進を図る。

79,223 79,240

　老人クラブが行う各種の地域福祉活動事業等に対
して補助する。 14,564 14,564

　単位老人クラブの育成指導及び市町村老人クラブ
連合会が行う活動に対する指導を行う推進員の設置
に対して補助する｡

4,068 4,068

　長寿社会振興財団が行う高齢者の生きがいと健康
づくりを支援する。 22,945 31,451

　在宅生活の拠点施設として、介護の実習、福祉用
具を利用した体験学習等を通して高齢者等の在宅生
活における自立の支援、介護知識・技術の向上等を
図る。

27,099 27,099

明るい職場づくり推進事業

福祉課

在宅生活サポートセンター
運営費

生活困窮者自立支援事業

地域共生ステーション（宅
老所・ぬくもいホーム）推
進事業

福祉サービス第三者評価推
進事業

老人クラブ助成事業

日常生活自立支援事業

長寿社会課

人権週間事業（再掲）

福祉人材センター運営事業

老人クラブ活動推進員設置
事業

明るい長寿社会づくり推進
事業

福祉介護人材確保支援事業
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　認知症高齢者、小規模多機能型居宅介護事業所等
の管理者及び計画作成担当者を対象に、認知症高齢
者介護に関する基礎知識に加えて、職員配置や勤務
体制、管理者の役割など介護サービス事業所を管理
運営していくための知識・技術を取得する研修を実
施することにより、サービスの質の確保と向上を図
る。

879 579

　認知症の方とその家族が住み慣れた地域で安心し
て生活を継続できるよう、認知症に対する理解と受
診の促進、認知症の方への地域での生活や家族の支
援の強化を図るための普及啓発等を実施する。

2,392 2,492

　若年性認知症に関する相談や医療・福祉・就労の
総合的な支援など、一人ひとりの状態やその変化に
応じた適切な支援体制を構築するため「若年性認知
症支援センター」を設置する。

3,913 4,209

　高齢者虐待防止について関係機関及び一般県民に
対する広報・啓発に努めるとともに、関係機関への
研修事業を実施することにより、虐待のない地域づ
くりに向けた取組を推進する。

916 1,216

　障害者月間、課外授業等の障害（者）理解啓発の
促進に向けた事業の実施及び、障害者差別解消の促
進に向けた県民への周知や相談体制の整備、地域協
議会の設置等を行う。

7,974 2,129

　障害者虐待対応の窓口となる権利擁護センターの
設置や障害福祉サービス事業所等に対する障害者虐
待防止に関する普及啓発等を実施する。

3,423 3,827

　ITの基礎技術などを習得する短期間（3ヶ月)の訓
練を実施する。
　事業所等において実践能力を習得する短期間(3ヶ
月)の訓練を実施する。

19,696 24,217

　障害者の生活の質を高め、社会参加を促進するた
め、障害者のICT活用能力を向上させる事業（ICT教
室、ICTボランティア養成・派遣、障害者ICTサポー
トセンター運営等）を実施する。

10,888 10,258

 国において掲げられた女性の活躍推進にかかる取
組を佐賀県において実施するために、経済界が中心
となり「女性の大活躍推進佐賀県会議」を立ち上げ
た。当会議の事務局用務を行うことで、女性の活躍
推進の取組の活性化を図る。

6,296 10,499 男女参画・女性の活躍推進課

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746 男女参画・女性の活躍推進課

企画相談・コーディ
ネート等（再掲）

　市町担当者、企業、民間団体、個人等からの男女
共同参画に関する企画の相談に応じ、コーディネー
トすることにより地域での男女共同参画推進の拡が
りを支援していく。

男女共同参画お届け講
座（再掲）

　地域各種団体において、団体の規模・形態を問わ
ず、要望のあった団体（県民）を対象に、出前講座
で男女共同参画の基本理念について学習する機会を
提供し、男女共同参画社会の形成を促進する。

（男女共同参画
センター）

男女共同参画センター及び
ＤＶ総合対策センター事業
（再掲）

障害福祉課
(就労支援室）

高齢者虐待防止事業（再
掲）

障害福祉課

障害者理解啓発事業

障害者虐待防止対策支援事
業

公共職業訓練（障害者）
（委託訓練）

ホッとコミュニケーション
事業

若年性認知症支援センター
設置事業

女性の大活躍推進佐賀県会
議

長寿社会課

認知症・高齢者安心サポー
ト事業

認知症対応型サービス管理
者等研修
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　母子家庭等の生活安定とその児童の福祉の向上を
図るために、事業開始資金、生活資金、児童の高
校・大学への修学資金等を貸し付ける。

69,249 46,925

　父母の離婚等により父又は母と生計を同じくして
いない児童を養育している父又は母等に対し、児童
扶養手当を支給し、その生活の安定を図ることによ
り児童の福祉の増進を図る。

639,714 687,786

　母子家庭等の抱える生活上の悩みや問題に対して
母子・父子自立支援員が相談・指導を実施すること
により、その福祉の向上を図る。

14,791 15,228

　市町が実施するひとり親家庭の親及び児童等への
医療費助成事業に対し補助金を交付することによ
り、母子家庭等の福祉の向上を図る。

240,217 240,715

　しつけ、育児、健康管理に関する講座を県内各地
で開講し、母子家庭等の福祉の向上を図る。 532 993

　母子家庭の母等が修学、就職活動、疾病等の事由
により、一時的に介護・保育等のサービスが必要な
場合に、介護人等を派遣し、その福祉の増進に資す
る。

1,402 1,326

　母子家庭等に対する自立支援策を総合的かつ計画
的に推進するため、地域の実情に応じた「母子家庭
等自立促進計画（仮称）を策定する

－ －

　ひとり親家庭の親の資格取得のための技能訓練受
講中の生活の安定を図るため、２年以上養成機関で
修業する場合に一定期間促進費を支給し、生活費の
負担を軽減する。

18,898 28,756

　母子家庭の母の職業能力の開発を図るため、予め
指定した職業能力の開発のための講座を受講し職業
能力の開発を自主的に行う者に対して給付金を支給
する。

76 76

　労働時間の短縮や育児休業・休暇取得促進等の啓
発活動の実施、短時間勤務や在宅勤務などの多様な
働き方の普及促進を図ることにより、仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）の取れる労働環
境の整備についての啓発を行う。

17,797 20,967

　県内企業を紹介するポータルサイトの運営、企業
と就職者とのマッチング支援、インターンシップ事
業、企業見学会、地元就職に関する広報などにより
就職支援を行う。
　若年者の高い失業率や不安定な就労状況を改善す
るため、若年者就職支援センター（ジョブカフェ
SAGA）を中心として就職を希望する若年者の就職を
総合的に支援する。

98,421 98,126

　ITや介護の基礎技術などを習得する短期間の職業
訓練を実施する。 206,856 334,665

産業人材課

こども家庭課

産業人材確保プロジェクト
の拡充と推進

母子父子寡婦福祉資金貸付
事業

母子家庭等自立促進計画策
定事業

　母子家庭等に対する就業相談、訪問介護員資格等
の講習会及び養育費等に関する法律相談並びに就労
促進相談会を実施する。

　ひとり親家庭及び寡婦に対する就業相談事業、就
業支援講習会事業、母子家庭、寡婦及び父子家庭に
対する特別相談事業並びに関係機関による合同検討
会議を実施し、母子家庭等の自立支援を図る。

13,556 13,150

ワーク・ライフ・バランス
推進事業（再掲）

公共職業訓練（離転職者）
（委託訓練）

母子家庭等高等職業訓練促
進給付金事業

母子家庭自立支援教育訓練
給付金事業

ひとり親家庭等医療費助成
事業

母子家庭等生活支援講習会
事業

母子家庭等日常生活支援事
業

母子自立支援プログラム策
定事業

児童扶養手当

母子・父子自立支援員によ
る相談事業

母子家庭等就業・自立支援
センター事業

ひとり親家庭等相談支援事
業
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重点目標（６）女性の活躍推進と男性の意識改革・行動変革
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

　若い時期からの研修等を通じて能力の開発、人材
養成に努めることにより、女性職員の職域の拡大等
に資する。

－ － 全部局

 中堅幹部職員として必要な施策形成能力及び行政
管理能力の習得を図るため、女性職員を自治大学校
へ派遣します。

386 821

 管理職に求められるリーダーシップやチームマネ
ジメント等の能力開発・向上を図るため、女性職員
を、民間や特定非営利法人が主催する女性リーダー
育成のための短期集中講座等に派遣します。

1,162 1,336

 近年の情報通信技術の発達を踏まえ、県民へのわ
かりやすい説明や迅速な対応など行政サービスの質
の向上、災害時等の対応、業務効率化等を図るた
め、テレワークを推進する。
 また、テレワークを推進することにより、仕事と
生活の調和を実現していく。

267,714 258,117 情報課

 女性職員を対象とした、女性特有のキャリア開発
手法等を学ぶ「女性職員キャリアデザイン研修」を
実施する。

792 465 自治修習所

 知事部局・教育委員会・関係団体等が相互に連携
協力しながら、総合的な生涯学習の推進を図るため
の学習情報・学習機会を提供する。

8,392 11,916
まなび課

生涯学習セン
ター

 ＮＰＯ法人と協働して「イキメン講座」を開催
し、地域活動（ＰＴＡ，自治会活動等）を楽しむパ
パ会ネットワーク（仮称）をつくるなど、父親の地
域活動を推進することにより、地域の子ども達を含
めて子育てに関心を持つ男性の増加を図る。

1,190 廃止

 妻の妊娠期（マイナス１歳期）からの意識啓発が
特に重要であることから、マイナス１歳の時期に家
庭におけるカジ育児のあり方をみなすためのセミ
ナーの開催及び父子手帳の作成・配布、当該事業PR
を行い、夫婦ともに家事・育児に携わる関係性を構
築する。

－ 8,493

 男性の子育てへの参画を強力に推進するため、市
町が実施する「男性の育児・家事参画を促進する取
組」に対し補助金を支出するとともに、男性の育児
参画のシーンを切り取ったフォトコンテストを実施
し、男性の意識改革を図る。

3,189 3,000

 国において掲げられた女性の活躍推進にかかる取
組を佐賀県において実施するために、経済界が中心
となり「女性の大活躍推進佐賀県会議」を立ち上げ
た。当会議の事務局用務を行うことで、女性の活躍
推進の取組の活性化を図る。

6,296 10,499

 県内企業における女性活躍の推進を図るため、女
性が働きやすい就業環境整備に対し補助金を交付す
ることで、県内事業所における女性活躍を推進す
る。

2,112 2,500

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746

自治大学校研修への派遣

男女共同参画センター及
びＤＶ総合対策センター
事業（再掲）

女性活躍推進オーダーメ
イド事業

男手（de）子育てチャレ
ンジ事業

マイナス１歳からのイク
カジ推進事業（新規）

基本方向３　女性が活躍し、男女がともに参画する社会づくり

生涯学習の充実（再掲）

テレワーク推進事業

女性の大活躍推進佐賀県
会議（再掲）

イキメン推進事業

事業内容　 担当課事業名

行政職員の研修機会の充
実

職員研修
（「女性職員キャリアデ
ザイン研修」）

民間等主催研修への派遣

人事課

男女参画・女性
の活躍推進課
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

地域女性リーダー養成
セミナー

  政策方針決定過程への女性の参画を促進し、女性
の視点を政策に活かすとともに、市町の審議会等に
おける女性委員の割合増を図るため、地域の女性
リーダーとして活躍できる人材の育成に資するセミ
ナーを開催する。

男性のための介護支援
（ケアメン）講座

　介護する立場にある男性（ケアメン）に関する意
識啓発を図るため、介護に関する講座を開催し、男
性の介護と仕事の両立を切り口に、男女共同参画社
会の実現を図る。

男性の家事参画地域講
座（再掲）

　男性を対象に、家事への積極的な関わりを促す地
域の実情に合わせた講座を実施し、男性の自主的な
家事参画の気運を高め、男女共同参画社会の実現を
図る。

男女共同参画お届け講
座（再掲）

　地域各種団体において、団体の規模・形態を問わ
ず、要望のあった団体（県民）を対象に、出前講座
で男女共同参画の基本理念について学習する機会を
提供し、男女共同参画社会の形成を促進する。

県民グループ派遣・招
へい支援事業（再掲）

　県内のグループが男女共同参画に関する諸問題に
ついての自覚と意識を高めるとともに、男女共同参
画社会の形成をめざすもので、グループの継続的な
活動につながり、その成果を地域に還元することを
目的とする。

　佐賀県地域産業支援センターに窓口相談員及びマ
ネージャーを配置する等の体制整備を図る。 21,375 22,023 産業企画課

　労働時間の短縮や育児休業・休暇取得促進等の啓
発活動の実施、短時間勤務や在宅勤務などの多様な
働き方の普及促進を図ることにより、仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）の取れる労働環
境の整備についての啓発を行う。

17,797 20,969

　関係機関と連携し、働きたい女性の再チャレンジ
を支援する様々な情報の提供を県HP上で行う。 － －

　ITや介護の基礎技術などを習得する短期間の職業
訓練を実施する。 306,586 334,665

 九州山口各県・経済界が一体となって取り組む
「出産等の希望が叶う社会づくりプロジェクト」の
一環として、ワーク・ライフ・バランス推進キャン
ペーンを実施する。
 キャンペーンに必要な共通の広報コンテンツ（動
画、ポスター、チラシ、ピンバッジ）を共同で作成
し、推進月間（１０月）に、各県等による普及啓発
事業を展開する。
・「ワーク・ライフ・バランスBOOK」作成（500千
円×9県）

－ 500 産業人材課九州・山口地域連携ＷＬ
Ｂ推進キャンペーン

創業等支援拠点活動促進
事業

ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業（再掲）

働きたい女性のチャレン
ジ支援サイト

公共職業訓練（離転職
者）
（委託訓練）（再掲）

(男女共同参画セ
ンター)

産業人材課
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

事業内容　 担当課事業名

　女性従業員の雇用を促進しようとし、作業を容易
にするための作業施設、作業設備等の改善を図ろう
とする者に対し、事業資金を貸し付ける。
（※事業費は融資枠）

－ 100,000

　新規に事業を開始しようとする者に事業資金を貸
し付け、独立開業を支援する。また経営革新、新連
携、農商工連携、さらに事業転換や新分野進出等を
支援する者に事業資金を貸し付ける。
（※事業費は融資枠）

1,550,000 6,000,000

 新規出店などにチャレンジする商業者を丁寧に支
援するため、勉強会などの学びの場とその実践の場
を組合わせた新たな仕組をつくり、魅力ある個性的
な店舗を増やしていく。

42,367 27,517

　商工会等青年部・女性部の活動を推進するための
費用を補助する。 6,125 6,255

　女性農業者等が農業経営等に積極的に参画できる
よう、男女がともに働きやすい環境づくりを進め
る。

1,323 1,594 農産課

 経営発展やネットワーク活動に意欲的な女性農業
者を対象に、経営発展等に必要な知識・ノウハウ等
を習得する研修を行う。

14,924 14,963 農業大学校

 意欲的な林業研究グループの全国的な学習活動等
への参画の支援を行う。 731 616 林業課

　漁業経営等に大きな役割を果している漁村女性グ
ループ活動等の取組を促進する。 86 86

　青年・女性漁業者の交流活動・自己啓発の場とし
ての組織の活動に対し、一定の助成を行う。 743 743

農村女性等活動支援事業
（H28～　女性農業者ス
テップアップ支援事業）

女性漁業者活動支援事業

担い手組織化活動支援事
業

水産課

さが創生貸付（創業・新
事業展開等資金）

商工会等女性部活動推進
事業

佐賀県小規模事業経営支
援事業費補助金（青年
部・女性部活動推進費）

意欲的林業者グループ交
換研修事業

魅力ある商業者の創業・
育成支援事業

経営支援課

さが創生貸付（雇用促進
資金）

スキルアップ研修事業
（女性農業者コース）
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重点目標（７）政策・方針決定過程への女性の参画の推進
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

　県の各種審議会等への女性委員の参画促進に努め
る。 － － 全部局

 女性職員(教職員を含む)の役職員への登用促進を
図る。 － － 人事課、

教職員課

 中堅幹部職員として必要な施策形成能力及び行政
管理能力の習得を図るため、女性職員を自治大学校
へ派遣する。

386 821

 管理職に求められるリーダーシップやチームマネ
ジメント等の能力開発・向上を図るため、女性職員
を、民間や特定非営利法人が主催する女性リーダー
育成のための短期集中講座等に派遣する。

1,162 1,336

女性職員を対象とした、女性特有のキャリア開発手
法等を学ぶ「女性職員キャリアデザイン研修」を実
施する。 792 465 自治修習所

　各種審議会等への女性の登用促進の資料とするた
め、庁内用の女性人材リストを作成する。 － －

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746

地域女性リーダー養成
セミナー（再掲）

  政策方針決定過程への女性の参画を促進し、女性
の視点を政策に活かすとともに、市町の審議会等に
おける女性委員の割合増を図るため、地域の女性
リーダーとして活躍できる人材の育成に資するセミ
ナーを開催する。

女性人材リスト作成・
提供事業（再掲）

 様々な分野で活躍する女性人材リストを作成し、
市町へ情報を提供する。

男女共同参画お届け講
座（再掲）

　地域各種団体において、団体の規模・形態を問わ
ず、要望のあった団体（県民）を対象に、出前講座
で男女共同参画の基本理念について学習する機会を
提供し、男女共同参画社会の形成を促進する。

県民グループ派遣・招
へい支援事業（再掲）

　県内のグループが男女共同参画に関する諸問題に
ついての自覚と意識を高めるとともに、男女共同参
画社会の形成をめざすもので、グループの継続的な
活動につながり、その成果を地域に還元することを
目的とする。

　農協等の事業、運営への参画を促進する。
　女性部組織との連携による農協事業、運営を促進
する。

－ － 生産者支援課

　女性農業者等が農業経営等に積極的に参画できる
よう、男女がともに働きやすい環境づくりを進め
る。

1,323 1,594 農産課

　漁業経営等に大きな役割を果している漁村女性グ
ループ活動等の取組を促進する。 86 86 水産課

 教育活動や学校運営の一層の活性化を図るため、
女性教員の能力開発やキャリア形成を推進し、女性
リーダーを積極的に育成する。

54 113 教職員課

事業名 事業内容　 担当課

県の審議会等の女性委員
の参画促進

男女共同参画センター及
びＤＶ総合対策センター
事業（再掲）

（男女共同参画
センター）

女性職員の登用促進

女性リーダー育成研修

自治大学校研修への派遣
（再掲）

人事課

農協等の経営への参画の
促進

女性人材リストの作成

男女参画・女性
の活躍推進課

農村女性等活動支援事業
（H28～　女性農業者ス
テップアップ支援事業）
（再掲）

女性漁業者活動支援事業
（再掲）

職員研修（再掲）
（「女性職員キャリアデ
ザイン研修）

民間等主催研修への派遣
（再掲）
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重点目標（８）仕事と家庭・地域生活が両立する環境づくり
（単位：千円）

29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

　育児休業中の県職員を対象に、子育てに関する悩
みや職場復帰に向けた不安を解消するため、子育て
という同じ状況にある職員同士が気楽に交流できる
研修会を開催する。

67 204 人事課

 近年の情報通信技術の発達を踏まえ、県民へのわ
かりやすい説明や迅速な対応など行政サービスの質
の向上、災害時等の対応、業務効率化等を図るた
め、テレワークを推進する。
 また、テレワークを推進することにより、仕事と
生活の調和を実現していく。

267,714 258,117 情報課

　すべての県民が家庭や職業上の役割のほかに、自
らの特技や能力を活かしてCSOの活動を支援する
等、社会的な役割を一つは持つ「プラスワン活動」
を推進する。

－ － 県民協働課

　県内の生涯学習センターや公民館等で実施される
男女共同参画の視点を取り入れた講座等の情報を収
集し、県民に提供するとともに、その学習・相談に
応じる。

4,759 5,673
まなび課、
生涯学習セン

ター

　県民､事業者､行政が一体となって循環型社会づく
りや地球温暖化対策等の取組みを推進する。 3,904 3,904 環境課

　子どもを持つ看護職員の離職防止と未就業看護職
員の再就業を容易にするため､保育所を設置する病
院に対し、保育所運営費の一部を補助する。

11,784 22,039 医務課

　県内の女性団体や連絡協議会等との連携を深め、
男女共同参画社会に向けた活動の支援を行う。 － －

　地域において男女共同参画推進に取組む女性・男
女共同参画ネットワーク等に、活動に必要な情報提
供を行うなどにより、活動を支援する。

－ －

 男性労働者が育児休業を取得した事業主に対し、
奨励金の支給を行い、男性の育児への参画を促す。 1,700 2,016

　あらゆる分野での男女共同参画の基本理念の推進
を図り、男女共同参画社会の形成を目指すととも
に、男女間のあらゆる暴力の根絶を目指すため、男
女共同参画センター及びＤＶ総合対策センターにお
いて各種事業を実施する。

73,788 73,746

県民グループ企画支援
事業

　県民レベルでの男女共同参画社会づくりを推進す
るため、男女共同参画に関するセミナー等を県内グ
ループと協働実施する。

（男女共同参画
センター）

担当課事業内容　

病院内保育所運営事業

県職員育児休業者交流研
修会（子育て井戸端会
議）

男女参画・女性
の活躍推進課

広報・学習相談事業
（再掲）

事業名

男女共同参画センター及
びＤＶ総合対策センター
事業（再掲）

子育てパパの応援企業奨
励金

女性団体連絡協議会等活
動との連携

女性・男女共同参画ネッ
トワークへの支援

「ストップ温暖化」県民
運動推進事業
※県負担分

テレワーク推進事業
（再掲）

CSO活動の支援
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

担当課事業内容　事業名

県民グループ派遣・招
へい支援事業（再掲）

　県内のグループが男女共同参画に関する諸問題に
ついての自覚と意識を高めるとともに、男女共同参
画社会の形成をめざすもので、グループの継続的な
活動につながり、その成果を地域に還元することを
目的とする。

企画相談・コーディ
ネート等（再掲）

　市町担当者、企業、民間団体、個人等からの男女
共同参画に関する企画の相談に応じ、コーディネー
トすることにより地域での男女共同参画推進の拡が
りを支援していく。

男女共同参画お届け講
座
（再掲）

　地域各種団体において、団体の規模・形態を問わ
ず、要望のあった団体（県民）を対象に、出前講座
で男女共同参画の基本理念について学習する機会を
提供し、男女共同参画社会の形成を促進する。

　企業のトップが従業員の子育てと仕事の両立をは
じめとする、子育て支援に積極的に取り組むことを
宣言し、県が宣言した企業等をＨＰ等で広く紹介す
る。

－ －

　病児や病後児について、病院・保育所等に付設さ
れた専用スペース等において、看護師等が一時的に
保育等を行う事業を実施する市町を支援する。

26,376 29,476

　通常の教育時間終了後も園児を幼稚園内で預かる
「預かり保育」や園児以外も対象として地域の子育
て力向上等を目的とする事業を行っている幼稚園に
対し補助を行い、子育てを支援する。

93,352 81,257

 保護者が労働等で昼間家庭にいない小学校児童の
健全な育成を図る。 383,894 430,258

　市町が実施する子どもを家庭で養育することが一
時的に困難な場合に、乳児院や児童養護施設で短期
間子どもを預かる子育て短期支援事業に対し、補助
金を交付することにより、児童及びその家庭の福祉
の向上を図る。

824 806

  安心して子どもを産み育てることができる環境づ
くりのために、母子保健に係わる指導者への研修会
を開催する。

240 257

　子どもの発達相談、地域サポート検討会を実施す
る。 1,926 1,926

母子保健研修会

さが子育て応援宣言企業
登録推進事業

病児保育事業

こども未来課

教育改革推進特別経費補
助

放課後児童対策事業費

（男女共同参画
センター）

子育て短期支援事業

専門的母子保健の推進

こども家庭課
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29年度予算額 30年度予算額
（２月補正後） （当初）

担当課事業内容　事業名

　中小企業労働相談所において、労働条件、労使関
係等の労働相談を実施する。 69 -

　労働時間の短縮や育児休業・休暇取得促進等の啓
発活動の実施、短時間勤務や在宅勤務などの多様な
働き方の普及促進を図ることにより、仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）の取れる労働環
境の整備についての啓発を行う。

17,797 20,967

 県内事業所へ専門家（社会保険労務士）が個別訪
問し、「一般事業主行動計画」の策定・見直し等の
助言・推奨を行い、仕事と子育ての両立が可能な職
場環境の整備を図る。

3,964 3,743

　ITや介護の基礎技術などを習得する短期間の職業
訓練を実施する。 206,856 334,665

　就業（内職を含む。）を希望する女性からの相談
に応じる。 － －

小規模のセミナー等の開催、直接企業の女性従業員
等に質問が行える企業ブースなどを設置して、子育
て世代の就活の後押しを図る。

6,697 6,690

　女性農業者等が農業経営等に積極的に参画できる
よう、男女がともに働きやすい環境づくりを進め
る。

1,323 1,594 農産課

　漁業経営等に大きな役割を果している漁村女性グ
ループ活動等の取組を促進する。 86 86

　青年・女性漁業者の交流活動・自己啓発の場とし
ての組織の活動に対し、一定の助成を行う。 743 743

　学校等における子どもの安全を確保するため、
「学校安全ボランティア養成講習会」を開催し、学
校安全ボランティア組織の育成・拡充を図り、地域
ぐるみの学校安全に関する実践的な取組を推進す
る。

131 131 保健体育課

水産課

担い手組織化活動支援事
業（再掲）

仕事と子育ての両立支援
推進事業

産業人材課

地域ぐるみの学校安全体
制整備推進事業

農村女性等活動支援事業
（H28～　女性農業者ス
テップアップ支援事業）
（再掲）

女性漁業者活動支援事業
（再掲）

子育て世代就活サポート
事業

ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業（再掲）

公共職業訓練（離転職
者）
（委託訓練）（再掲）

女性就業援助事業
（就業相談）

労働相談の実施
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Ⅳ　市町における男女共同参画施策の取組状況

１　市町男女共同参画担当窓口

平成31年3月1日現在

市町名 担当課（室）名 TEL（直通） FAX

佐賀市 人権同和政策・男女参画課 0952-40-7014 0952-34-4539

唐津市 男女参画・女性活躍推進課 0955-72-9239 0955-72-9180

鳥栖市 市民協働推進課 0942-85-3508 0942-83-3310

多久市 総合政策課 0952-75-2116 0952-75-2110

伊万里市 男女協働推進課 0955-23-2115 0955-22-7213

武雄市 男女参画課 0954-23-9141 0954-23-3816

鹿島市 人権・同和対策課 0954-63-2126 0954-63-2129

小城市 企画政策課 0952-37-6115 0952-37-6163

嬉野市 市民協働推進課 0954-66-9115 0954-66-3119

神埼市 総務課 0952-37-0088 0952-52-1120

吉野ヶ里町 総務課 0952-37-0330 0952-53-6571

基山町 まちづくり課 0942-92-7935 0942-92-0741

上峰町 総務課 0952-52-2181 0952-52-4935

みやき町 秘書公室 0942-89-1654 0942-89-1650

玄海町 住民福祉課 0955-52-2158 0955-52-2813

有田町 まちづくり課 0955-46-2990 0955-46-2100

大町町 企画政策課 0952-82-3112 0952-82-3117

江北町 政策課 0952-86-5612 0952-86-2130

白石町 企画財政課 0952-84-7112 0952-84-6611

太良町 総務課 0954-67-0129 0954-67-2425
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２　男女共同参画計画等の策定状況

市町名
庁内連絡会議

の有無
懇話会等
の有無

男女共同参画に関する計画名称 計画期間

佐賀市 有 有
第三次佐賀市男女共同参画計画　パートナー
シップ21

Ｈ28年度～Ｈ32年度

唐津市 有 有 唐津市男女共同参画行動計画（第３次） Ｈ27年度～Ｈ31年度

鳥栖市 有 有
第2次鳥栖市男女共同参画行動計画及び鳥
栖市ＤＶ被害者支援基本計画

Ｈ25年度～Ｈ34年度

多久市 有 有 多久市男女共同参画計画 Ｈ30年度～Ｈ34年度

伊万里市 有 有 第４次伊万里市男女協働参画基本計画 Ｈ30年度～Ｈ34年度

武雄市 有 有 第３次武雄市男女共同参画推進計画 Ｈ30年度～Ｈ34年度

鹿島市 無 無
第２次鹿島市男女共同参画基本計画・鹿島市
ＤＶ対策基本計画

Ｈ27年度～Ｈ31年度

小城市 有 有
第２次小城市男女共同参画プラン（さくらプラ
ン）

Ｈ29年度～Ｈ33年度

嬉野市 有 有 第３次嬉野市男女共同参画行動計画 Ｈ30年度～Ｈ34年度

神埼市 無 無
第2次神埼市男女共同参画基本計画・ＤＶ被
害者支援基本計画

Ｈ27年度～Ｈ31年度

吉野ヶ里町 無 有 吉野ヶ里町男女共同参画基本計画 Ｈ23年度～Ｈ32年度

基山町 無 無
基山町男女共同参画推進プラン及び基山町Ｄ
Ｖ被害者支援基本計画

Ｈ23年度～Ｈ32年度

上峰町 無 無
上峰町男女共同参画基本計画及びＤＶ被害
者支援基本計画

Ｈ24年度～Ｈ33年度

みやき町 無 無 第2次みやき町男女共同参画計画 H29年度～H33年度

玄海町 無 無 玄海町男女共同参画計画及びＤＶ対策基本計画 Ｈ27年度～Ｈ31年度

有田町 無 有
第2次有田町男女共同参画基本計画・ＤＶ被
害者支援基本計画

Ｈ29年度～Ｈ33年度

大町町 無 無 大町町男女共同参画計画 Ｈ21年度～Ｈ30年度

江北町 無 無 第2次江北町男女共同参画行動計画 Ｈ28年度～Ｈ32年度

白石町 無 有 第２次白石町男女共同参画推進プラン Ｈ27年度～Ｈ32年度

太良町 無 無 太良町男女共同参画基本計画 Ｈ23年度～Ｈ32年度

平成30年4月1日現在
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３　市町の総合計画等における位置づけについて

市町名 総合計画等の名称等 計画での項目名 策定年月 計画期間

佐賀市 第２次佐賀市総合計画
第6章 互いに尊重し合い、共に創るふれあいのあるまち
　4　個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現

H27.3
H27年度から
H36年度

唐津市 第2次唐津市総合計画

第1章　唐津市の根幹となるべき施策
基本目標６　市民の力を最大限に引き出すまちづくり
基本施策１　男女共同参画の推進と、
　　　　　　　　 女性も男性も活き活きと輝ける環境づくり

H27.3
H27年度から
H31年度

鳥栖市
第６次鳥栖市総合計画
後期基本計画

基本目標４　学ぶ意欲と豊かなこころを育むまち
　取組８　　　　男女共同参画の社会をつくります

H28.3
H28年度から
H32年度

多久市
第４次多久市総合計画
後期基本計画

施策目標７　市民が築く
　　　　　－みんなで取り組む参画と協働のまちづくり
・施策項目４　男女共同参画の推進

H28.3
H28年度から
H32年度

伊万里市
第５次伊万里市総合計
画
後期基本計画

基本理念　市民との協働による安心と豊かさの創造
　　目標　　自立と協働のまちづくり
　　施策　　男女協働参画社会の形成

H26.6
H26年度から
H30年度

武雄市
武雄市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

基本目標②最高の子育て環境をつくる
基本目標③生きがいと健康を実感できるまちをつくる

H27.10
Ｈ27年度から
Ｈ31年度

鹿島市 第６次鹿島市総合計画

【第5章】　計画を推進するために
１　みんなですすめるまちづくり
【施策の展開方向】
　男女共同参画社会の実現を目指し、意識づくりの普及・啓発活動に取り組みます。

H28.3
H28年度から
H32年度

小城市 第２次小城市総合計画
政策５　高齢者・福祉
　　　　　みんなでささえあう　やさしいまち
　 5-5　男女共同参画の推進

H28.10
H29年度から
H37年度

嬉野市
嬉野市総合計画
前期基本計画

第4部基本計画　分野別施策
６　まちづくり体制　２．男女共同参画

H26.3
H30年度から
H33年度

神埼市 第２次神埼市総合計画

基本理念４　“幸せ”高めるまちの基盤づくり
　基本方針11　市民と行政の協働のまちづくりをさらに進め
る

基本施策（４） 男女共同参画の推進

H30.3
H30年度から
H39年度

吉野ヶ里町
第2次吉野ヶ里町総合
計画

みんなでつくるまちづくり
1.協働のまちづくりの推進

H30.2
H30年度から
H34年度

基山町 第5次基山町総合計画
５　協働+ｉｄｅａ
基山町のために結束できるまち
　(2)人権・男女共同参画

H28.3
H28年度から
H37年度

上峰町
上峰まちづくりプラン
（第4次総合計画）

第２編　将来ビジョン　　第２章　施策の方針
　６　みんなの力でつくるまち
　　　②男女共同参画

H24.3
H24 年度から
H33 年度

みやき町
第二次みやき町総合計
画

基本目標　町民が進んで参加する協働のまちづくり
（1）住民が主役のまち（コミュニティ、住民参画）
主要施策③男女共同参画社会形成の推進

H28
H29年度から
H38年度

玄海町
第五次玄海町総合計画
後期基本計画

基本目標７　協働分野　住民が参画するまち
　施策7-3　人権尊重・男女共同参の推進
　　項目2　男女がともに生きる環境づくり

H28.3
H28年度から
H37年度

有田町 第２次有田町総合計画 男女共同参画の推進 H30.3
H30年度から
H39年度

大町町
大町町第４次総合計画
後期基本計画

第5章　絆で未来を築くまちづくり H28.2
H28年度から
H32年度

江北町
第５次江北町総合計画
後期基本計画

共生と協働のまち H28.2
H28年度から
H32年度

白石町 第２次白石町総合計画
第２章 健やかで安心できるやさしいまち
　　　　　第５節 人権の尊重と男女共同参画の推進

H27.3
H27年度から
H32年度

太良町 第４次太良町総合計画
基本計画　　　６．みんなが主役・協働のまちづくり
　　　　　　　　　　　（３）男女共同参画・人権の尊重

H23.10
H24年度から
H31年度

平成30年4月1日現在
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４　市町における女性職員の管理職への登用状況

総数（人） うち女性（人） 女性比率 総数（人） うち女性（人） 女性比率

佐賀市 138 22 15.9% 132 16 12.1%

唐津市 117 12 10.3% 102 11 10.8%

鳥栖市 52 7 13.5% 44 5 11.4%

多久市 26 2 7.7% 21 1 4.8%

伊万里市 46 7 15.2% 46 7 15.2%

武雄市 62 11 17.7% 55 9 16.4%

鹿島市 30 3 10.0% 30 3 10.0%

小城市 42 5 11.9% 34 4 11.8%

嬉野市 26 2 7.7% 24 1 4.2%

神埼市 42 6 14.3% 35 2 5.7%

吉野ヶ里町 19 3 15.8% 16 2 12.5%

基山町 16 1 6.3% 15 1 6.7%

上峰町 13 1 7.7% 13 1 7.7%

みやき町 36 0 0.0% 35 0 0.0%

玄海町 11 1 9.1% 11 1 9.1%

有田町 19 3 15.8% 19 3 15.8%

大町町 11 1 9.1% 10 1 10.0%

江北町 10 1 10.0% 10 1 10.0%

白石町 25 1 4.0% 25 1 4.0%

太良町 13 0 0.0% 12 0 0.0%

計 754 89 11.8% 689 70 10.2%

　うち一般行政職

平成30年4月1日現在

市町名

　　　　　　　管理職員
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５　審議会・委員会等における女性の参画状況

うち
女性委員を含

む数

うち
女性
（人）

佐賀市 42% 平成32年度 46 45 1,346 570 42.3%

唐津市 40% 平成31年度 69 60 1,807 579 32.0%

鳥栖市 40% 平成34年度 60 53 869 288 33.1%

多久市 40% 平成32年度 51 35 588 193 32.8%

伊万里市 40% 平成34年度 49 46 889 314 35.3%

武雄市 40% 平成34年度 48 44 842 272 32.3%

鹿島市 30% 平成32年度 29 24 410 76 18.5%

小城市 35% 平成33年度 56 49 811 245 30.2%

嬉野市 40% 平成34年度 72 60 969 311 32.1%

神埼市 40% 平成29年度 30 22 425 98 23.1%

吉野ヶ里町 35% 平成34年度 14 10 120 27 22.5%

基山町 30% 平成32年度 26 20 232 56 24.1%

上峰町 30% 平成33年度 11 6 100 19 19.0%

みやき町 30% 平成33年度 27 21 305 62 20.3%

玄海町 30% 平成29年度 31 25 288 63 21.9%

有田町 30% 平成30年度 20 18 209 63 30.1%

大町町 50% 平成30年度 19 17 186 42 22.6%

江北町 30% 平成32年度 24 17 192 39 20.3%

白石町 30% 平成32年度 20 18 231 63 27.3%

太良町 40% 平成32年度 23 13 224 51 22.8%

計 725 603 11,043 3,431 31.1%

27.1%市町審議会等における女性委員の割合の平均

市町名

　審議会等委員への女性の登用目標の
対象である審議会等

目
標
値

 目標年度 審議会等数 総委員数（人）
女性
比率
(H28)

平成30年4月1日
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６　市町議会における女性議員の状況

平成30年4月1日現在

市町名 議員総数（人） 女性議員数（人） 女性議員の割合

佐賀市 36 3 8.3%

唐津市 30 2 6.7%

鳥栖市 22 2 9.1%

多久市 16 2 12.5%

伊万里市 24 1 4.2%

武雄市 23 2 8.7%

鹿島市 16 1 6.3%

小城市 20 3 15.0%

嬉野市 16 2 12.5%

神埼市 19 1 5.3%

吉野ヶ里町 12 0 0.0%

基山町 13 3 23.1%

上峰町 10 1 10.0%

みやき町 16 2 12.5%

玄海町 10 0 0.0%

有田町 16 0 0.0%

大町町 10 2 20.0%

江北町 10 1 10.0%

白石町 16 2 12.5%

太良町 11 2 18.2%

計 346 32 9.2%
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男女共同参画社会基本法（平成１１年６月２３日法律第７８号）

目次
前文
第１章　総則（第１条－第１２条）
第２章　第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条－第２０条）
第３章　男女共同参画審議会（第２１条－第２６条）
附　則

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現
に向けた様々な取組が、国際社会における取組みとも連動しつつ、着実に進められてきたが、
なお一層の努力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に
対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわ
りなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な
課題となっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する
最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関
する施策の推進を図っていくことが重要である。
　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向性を示し、
将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組みを総合
的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

　　　第１章　総則

　（目的）
第１条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か
　で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基
　本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共
　同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参
　画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
　（定義）
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
　る。
　一　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって
　　社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治
　　的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき
　　社会を形成することをいう。
　二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲
　　内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

Ⅴ　参考資料
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　（男女の人権の尊重）
第３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が
　性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保さ
　れることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行わなければならない。
　（社会における制度又は慣行についての配慮）
第４条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による
　固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響
　を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることに
　かんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影
　響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。
　（政策等の立案及び決定への共同参画）
第５条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方
　公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機
　会が確保されることを旨として、行わなければならない。
　（家庭生活における活動と他の活動の両立）
第６条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下
　に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役
　割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨と
　して、行われなければならない。
　（国際的協調）
第７条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有している
　ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。
　（国の責務）
第８条　国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念
　（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策
　（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
　（地方公共団体の責務）
第９条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国
　の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、
　及び実施する責務を有する。
　（国民の責務）
第10条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念
　にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。
　（法制上の措置等）
第11条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上
　又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。
　（年次報告等）
第12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同
　参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。
２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようと
　する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国
　会に提出しなければならない。
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第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

　（男女共同参画基本計画）
第13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
　図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基
　本計画」という。）を定めなければならない。
２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
　二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ
　　計画的に推進するために必要な事項
３　内閣総理大臣は、男女共同参画審議会の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作
　成し、会議の決定を求めなければならない。
４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく男女共同参画
　基本計画を公表しなければならない。
５　前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。
　（都道府県男女共同参画計画等）
第14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女
　共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共
　同参画計画」という。）を定めなければならない。
２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進
　に関する施策の大綱
　二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に
　関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町
　村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画
　（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよう努めなければならない。
４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、
　又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
　（施策の策定等に当たっての配慮）
第15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策
　を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならな
　い。
　（国民の理解を深めるための措置）
第16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深め
　るよう適切な措置を講じなければならない。
　（苦情の処理等）
第17条 　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同
　参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措
　置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって
　人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければなら
　ない。
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　（調査研究）
第18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する
　調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を
　促進するように努めるものとする。
　（国際的協調のための措置）
第19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国
　際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な
　推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。
　（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）
第20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民
　間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援する、情報の提供その
　他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。

　　第３章　男女共同参画会議

　（設置）
第21条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。
　（所掌事務）
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
　一　男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。
　二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画
　社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。
　三　前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは内閣総理大臣
　及び関係各大臣に対し、意見を述べること。
　（組織）
第23条　会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。
　（議長）
第24条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
２　議長は、会務を総理する。
　（議員）
第25条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
　一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
　二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任
　命する者
２　前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはなら
　ない。
３　第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の
　総数の１０分の４未満であってはならない。
４　第１項第２号の議員は、非常勤とする。
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　（議員の任期）
第26条　前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前
　任者の残任期間とする。
２　前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。
　（資料提出の要求等）
第27条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関
　の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必
　要な協力を求めることができる。
２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す
　る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。
　（政令への委任）
第28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必
　要な事項は、政令で定める。

　　　　附　則（平成11年６月23日法律第78号）抄
　（施行期日）
第28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事
項は、政令で定める。
（男女共同参画審議会設置法の廃止）
第２条　男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。

　　　　附　則　（平成11年７月16日法律第102号）　抄
　（施行期日）
第１条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日から施行す
る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　（男女共同参画審議会設置法の廃止）
第２条　男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。
　（施行の日＝平成13年１月６日）
１　略

２　附則第10条第１項及び第５項、第14条第３項、第23条、第28条並びに第30条の規定　公布の日
　（委員等の任期に関する経過措置）

　　　　附　則　（平成11年12月22日法律第160号）　抄
　（施行期日）
第１条　この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13年１月６日から施行する。ただし、次
の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
（以下略）

第28条　この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員そ
の他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任
期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。
１から10まで　略
11　男女共同参画審議会
　（別に定める経過措置）
第30条　第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置
は、別に法律で定める。
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佐賀県男女共同参画推進条例

　　平成１３年１０月９日公布
　　　　佐賀県条例第４２号

目次
前　文
第１章　総則（第１条－第７条）
第２章　男女共同参画の推進に関する基本的施策（第８条－第１７条）
第３章　佐賀県男女共同参画推進審議会（第１８条－第２３条）
第４章　雑則（第２４条）
附　則

　男女は、すべての人として平等であって、個人として尊重されなければならない。この理念に基
づき、佐賀県では、差別や偏見のない、お互い人権が尊重される社会の実現を目指し、さまざまな
取組を行ってきた。
　今日、少子高齢化など社会が急速に変化している中で、豊かで活力ある佐賀県を築いていくため
には、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく慣行など、男女の主体的で自由な活動の選
択を妨げる要因の解消を図り、性別にかかわりなく、個性や能力が十分に発揮できる社会を実現す
ることが、重要かつ緊急な課題となっている。
　こうした状況を踏まえ、ここに、男女が互いにその生き方を尊重し、共に責任を担う男女共同参
画社会の実現を目指し、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため、この条例を制定する。

　　第１章

　（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、並びに県、県民及び事業者の
　責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策について基本となる事項等を定
　めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
 （１） 男女共同参画　男女が社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会のあらゆる分
　　野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び
　　文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。
 （２） 積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内に
　　おいて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
　（基本理念）
第３条　男女共同参画は、男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別による差別的
　取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他男女の人
　権が尊重されることを旨として、推進されなければならない。
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２　男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な役割分担意識等に基づく制度又は慣行
　が、男女の主体的で自由な活動の選択を妨げないよう配慮されなければならない。
３　男女共同参画は、男女が、社会の対等な構成員として、県その他の団体における政策又は方針
　の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、推進されなければならな
　い。
４　男女共同参画は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の
　介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、職
　場、学校及び地域における活動その他の社会における活動を行うことができるようにすることを
　旨として、推進されなければならない。
５　男女共同参画の推進に向けた取組が国際社会における取組と密接な関係を有していることにか
　んがみ、男女共同参画は、国際的協調の下に、推進されなければならない。
　（県の責務）
第４条　県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画
　の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女共同参画施策」という。）を総合的か
　つ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。
２　県は、男女共同参画施策を推進するに当たっては、市町、県民及び事業者と連携し、及び協力
　して取り組むよう努めるものとする。
　（県民の責務）
第５条　県民は、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっ
　とり、男女共同参画を推進するよう努めなければならない。
２　県民は、県が行う男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。
　（事業者の責務）
第６条　事業者は、その事業活動に関し、基本理念にのっとり、男女共同参画を推進するよう努め
　なければならない。
２　事業者は、県が行う男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。
　（性別による権利侵害の禁止）
第７条　何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。
２　何人も、あらゆる場においてセクシュアル・ハラスメント（性的な言動により他人を不快
　にさせ、もってその者の生活環境を害することをいう。）を行ってはならない。
３　何人もあらゆる場において男女間における暴力的行為（身体的又は精神的な苦痛を与える行為
　をいう。）を行ってはならない。

第２章　男女共同参画の推進に関する基本的施策

　（県民等の理解を深めるための措置）
第８条　県は、男女共同参画に関する県民及び事業者の理解を深めるため、広報活動等を行うとと
　もに、学校教育、社会教育その他の教育において適切な措置を講ずるものとする。
　（事業者の報告）
第９条　知事は、男女共同参画を推進するために必要があると認めるときは、事業者に対しその事
　業活動における男女共同参画の状況について報告を求めることができる。
２　知事は、前項の報告により把握した男女共同参画の状況を取りまとめ、公表するものとする。
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　（表彰）
第10条　知事は、男女共同参画を積極的に推進する県民及び事業者を表彰することができる。
　（市町及び県民に対する支援）
第11条　県は、男女共同参画の推進に関し市町が実施する施策及び県民が行う活動を支援するため、
　情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
　（調査研究等）
第12条　県は、男女共同参画を推進するため、男女共同参画に関する情報の収集、分析及び調査研
　究を行うよう努めるものとする。
　（相談の処理等）
第13条　知事は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画を阻害する要因による男女の人権
　の侵害に関し県民から相談の申出があった場合は、適切に処理するものとする。
２　知事は、県が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画に影響を及ぼすと認められる施策に
　ついて、県民又は事業者から意見の申出があった場合は、必要な措置を講ずるものとする。
３　前項の場合において、知事は、必要があると認められるときは、佐賀県男女共同参画推進審議
　会の意見を聴くものとする。
　（男女共同参画推進員の設置）
第14条　知事は、前条に規定する相談の申出及び意見の申出の受付等並びに男女共同参画に関する
　啓発活動を行わせるため、男女共同参画推進員を置くことができる。
　（推進体制の整備等）
第15条　県は、男女共同参画施策を推進するため、県の推進体制を整備するとともに、市町、県民
　及び事業者との連携を図るものとする。
２　県は、男女共同参画施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
　（附属機関等における積極的改善措置）
第16条　県は、その設置する附属機関等の委員の任命等について、積極的改善措置を講ずることに
　より、できる限り男女の均衡を図るように努めるものとする。
　（年次報告）
第17条　知事は、男女共同参画の状況、男女共同参画施策の実施状況等について、年次報告を作成
　し、公表するものとする。

　　第３章　佐賀県男女共同参画推進審議会

　（設置）
第18条　男女共同参画施策について調査審議するため、佐賀県男女共同参画推進審議会（以下「審
　議会」という。）を置く。
　（組織）
第19条　審議会は、知事が委嘱する委員２０人以内で組織する。
２　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
３　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の１０分の４未満であってはならない。
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　（会長）
第20条　審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。
　（会議）
第21条　審議会は、会長が必要に応じて招集し、会長がその会議の議長となる。
２　審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。
３　審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに
　よる。
４　審議会は、必要があると認めるときは、関係県職員又は学識経験者のある者の出席を求め、そ
　の意見を聴くことができる。
　（幹事）
第22条　審議会に、審議会の会務について委員を補佐させるため、幹事若干人を置く。
２　幹事は、関係県職員のうちから知事が任命する。
　（庶務）
第23条　審議会の庶務は、佐賀県健康福祉部において処理する。

　　　　第４章　雑則

　（委任）
第24条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

　　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３章及び次項の規定は、平成14年６月１日か
　ら施行する。
　（佐賀県男女共同参画推進審議会条例の廃止）
２　佐賀県男女共同参画推進審議会条例（平成２年佐賀県条例第14条）は、廃止する。

　　　　附　則（平成16年条例第2号）
　（施行期日）
１　この条例は、平成16年4月1日から施行する。
　　　　附　則（平成17年条例第74号）

　　　　附　則（平成28年条例第9号）抄
　（施行期日）
１　この条例は、平成28年4月1日から施行する。

　この条例中第8条、第10条、第13条、第18条、第21条、第23条、第24条、第37条、第41条、第43条、
第45条、第48条、第54条、第64条及び第67条の規定は平成18年1月1日から、第15条、第26条、第38条、
第63条及び第65条の規定は平成18年3月1日から、その他の規定は平成18年3月20日から施行する。
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任期：平成29年3月27日～平成31年3月26日

氏     名 所属

1 江口　朋幸
エグチ　       トモユキ

(株)佐賀銀行　人事企画部主任調査役

2 椛島
カバシマ

　恵美子
エミコ

日本労働組合総連合会佐賀県連合会　女性委員会　幹事

3 志田
シダ

　正典
マサノリ

佐賀県医師会　専務理事

4 副島
ソエジマ

　泉
イズミ

特定社会保険労務士

5 田口
タグチ

　香
カ

津
ヅ

子
コ

佐賀女子短期大学　学長

6 田坂
タサカ

　茜
アカネ

佐賀県弁護士会

7 田島
タシマ

　聡子
サトコ キャリアコンサルタント

（合同会社アウエフキャリア　代表）

8  村
ツジムラ

　圭介
ケイスケ

(株)佐賀新聞社　編集局　報道部長

9 富永
トミナガ

　英美
ヒデミ

佐賀県小中学校校長会　副会長

10 長尾
ナガオ

　隆弘
タカヒロ

佐賀県行政書士会　法務委員会副委員長

11 中西
ナカニシ

 雪夫
ユキオ

佐賀大学　教育学部　教授

12 橋口
ハシグチ

　佳代子
カヨコ

佐賀県商工会議所連合会

13 福成
フクナリ

　有美
ユミ

(株）アテンド　代表取締役社長

14 福母
フクモ

　祐二
ユウジ

佐賀県経営者協会　専務理事

15 藤井
フジイ

　良重
ヨシエ 特定非営利活動法人

佐賀県放課後児童クラブ連絡会　事務局長

16 馬渡
モウタイ

　公子
キミコ

ひとひとネット武雄

17 山口
ヤマグチ　

　昭
アキ

德
ノリ

公募委員

18 山口
ヤマグチ

　十美子
トミコ

佐賀県農業士会　副会長

19 山﨑
ヤマサキ

　和子
カズコ

特定非営利活動法人女性参画研究会・さが　代表

20 吉丸
ヨシマル

　雅子
マサコ

公募委員

※50音順　敬称略

佐賀県男女共同参画推進審議会委員名簿（平成30年２月現在）
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重点目標（1） 男女共同参画の意識の形成

重点目標（2） 幼少期からの男女共同参画の意識形成

重点目標（3） 男女間のあらゆる暴力の根絶

重点目標（4） 生涯を通じた男女の健康支援

重点目標（5） 生活に困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備

重点目標（6） 女性の活躍推進と男性の意識改革・行動変革

重点目標（7） 政策・方針決定過程への女性の参画の推進

重点目標（8） 仕事と家庭・地域生活が両立する環境づくり

　（基本方向１） 男女共同参画推進の基盤づくり

　（基本方向３）女性が活躍し、男女がともに参画する社会づくり

　（基本方向２） 安全・安心に暮らすことができる社会づくり

第４次佐賀県男女共同参画基本計画体系表

基本方向体系
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現況

平成29年度

1-（1）
男性）37.2％
女性）29.7％

（平成２６年度）
30％未満

2-（3） ４８人 ４５人

2-（4） 100% 100%

2-（5） 42% 43%

2-（5） 65.2% 30%

2-（5） ５９人
６２人

（平成３０年度）

2-（5） １２箇所 １２箇所

3-（6） ２６６事業所
２１０事業所

（平成３０年度）

3-（7） 27.1% 30％以上

3-（8） 48.4% 70%

3-（8） ６６事業所
７０事業所

（平成３０年度）

3-（8） ８４３事業所
８００事業所

（平成３０年度）

基本
方向

平成32年度
までの

数値目標
数値目標名

*児童扶養手当全部支給者の割合

性に関する指導を学校保健計画に位置付け、実践
する学校の割合

ＤＶ予防教育等講師養成講座受講者数

性別によって役割を固定する考え方に同意する
県民の割合

年次有給休暇の取得率

市町の審議会等における女性委員の割合の平均

女性の大活躍推進佐賀県会議会員登録数

365日対応できる障害者のための総合相談窓口の
整備数

*生活支援コーディネーター配置数

子育て応援宣言事業所登録数

法定以上の仕事と育児の両立支援制度導入事業
所数

*生活支援コーディネーター・・・ボランティアやＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人など多様な主体をコーディ
ネートし、高齢者のための生活支援サービスの提供体制を整備するため、各市町村及び日常県域単位で
設置。
*児童扶養手当全部支給者・・・児童扶養手当は、18歳までのこどもがいるひとり親家庭の親に対して支給
される手当。所得制限により一定額を下回る所得の方には、全額が支給（児童扶養手当全部支給者）され
るが、その額を上回る場合は、所得額に応じて段階的に減額（一部支給者・全部支給停止者）される。

生活困窮者自立支援法に基づき作成したプランの
目標達成者の割合

数値目標
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世界の動き 日本の動き 佐賀県の動き
１９４５年
（S２０）

国際連合誕生

１９４６年
（S２１）

婦人の地位委員会発足 史上初の婦人参政権確立日本国憲
法公布

１９５３年
（S２８）

婦人問題対策審議会設置

１９６７年
（S４２）

婦人に対する差別撤廃宣言採択

１９７２年
（S４７）

１９７５年を国際婦人年とすること
を宣言

１９７５年
（S５０）

国際婦人年（目標：平等、開発、平
和）
国際婦人年世界会議(メキシコシ
ティ)
「世界行動計画」採択

婦人問題企画推進本部設置
総理府婦人問題担当室業務開始
「育児休業法」成立（昭和51年施
行）

唐津市に「働く婦人の家」設置

１９７６年
（S５１）

「国際婦人の十年始まる」（１９８
５年まで）

「民法等の一部を改正する法律」
（離婚後復氏制度）の施行

１９７７年
（S５２）

「国内行動計画」策定
国立婦人教育会館（現国立女性教
育会館）開館

長期総合計画に婦人に関する施策の
推進を盛り込む

１９７８年
（S５３）

婦人の地位を高める県民大会開催

１９７９年
（S５４）

国連第３４回総会「女子差別撤廃条
約」採択

有明町に「農村婦人の家」設置
国連婦人の十年推進県民大会開催

１９８０年
（S５５）

「国連婦人の十年」中間年世界会議
（コペンハーゲン）
「国連婦人の十年後半期行動プログ
ラム」採択

女子差別撤廃条約署名
配偶者の相続分アップを内容とす
る改正民法成立

伊万里市に「農村婦人の家」設置
県福祉生活部に青少年婦人課設置
国連婦人の十年推進県民大会開催

１９８１年
（S５６）

「国内行動計画後期重点目標」発
表

牛津町に「農村婦人の家」設置

１９８２年
（S５７）

内職相談センターが婦人就業援助セ
ンターとなる８０年代佐賀県総合計
画に婦人に関する施策の推進を盛り
込む

１９８３年
（S５８）

上峰町に「農村婦人の家」設置

１９８４年
（S５９）

「国連婦人の十年」の成果を検討し
評価するための世界会議（ナイロ
ビ）のためのエスキャップ地域政府
間準備会議（東京）

アジア・太平洋地域婦人国際シン
ポジウム開催
父母両系主義の立場をとる改正国
籍法成立（昭和６０年施行）

婦人の生活実態と意識に関する調査
を実施
広報誌「さがの女性」発刊

１９８５年
（S６０）

「国連婦人の十年」最終年
ナイロビ世界会議（西暦２０００年
に向けての）「婦人の地位向上のた
めのナイロビ将来戦略」採択

生活保護基準額の男女差解消女性
の年金権の確立（国民年金法改正
／昭和６１年施行）
「男女雇用機会均等法」公布（昭
和６１年施行）
「女子差別撤廃条約」批准

「婦人問題対策の推進方策」策定
中原町に「働く婦人の家」設置
国連婦人の十年最終年記念県大会開
催
婦人海外派遣「婦人の翼」開始

１９８６年
（S６１）

婦人問題企画推進本部拡充：構成
を全省庁に拡大、任務も拡充
婦人問題企画推進有識者会議開催

県婦人団体連絡協議会設置
鹿島市に「農村婦人の家」設置

１９８７年
（S６２）

「西暦２０００年に向けての新国
内行動計画」策定

男女共同参画の推進のあゆみ（年表）
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世界の動き 日本の動き 佐賀県の動き
１９８８年
（S６３）

青少年婦人課に婦人係設置
佐賀県長期構想に男女共同参加の社
会づくりを盛り込む

１９８９年
（H元）

西有田町に「働く婦人の家」設置
女性の生活と意識に関する実態調査
を実施

１９９０年
（Ｈ２）

国連経済社会理事会
「婦人の地位向上のためのナイロビ
将来戦略に関する第１回見直しと評
価に伴う勧告及び結論」採択

「西暦２０００年に向けての新国
内行動計画」の見直し方針決定

「さが女性プラン２１」策定
婦人問題対策審議会が女性問題審議
会となる

１９９１年
（Ｈ３）

「西暦２０００年に向けての新国
内行動計画（第１次改定）」策定

男女共同参加の社会をつくるための
県民意識調査を実施

１９９２年
（Ｈ４）

環境と開発に関する国連会議（地球
サミット／リオデジャネイロ）
「アジェンダ２１」採択

「育児休業等に関する法律」施行
「育児休業等に関するガイドライ
ン」策定

児童青少年課に女性企画室を設置

１９９３年
（Ｈ５）

国連世界人権会議（ウィーン）
国連総会「女性に対する暴力の撤廃
に関する宣言」採択

第４回世界女性会議日本国内委員
会設置「短時間労働者の雇用管理
の改善等に関する法律」施行

佐賀県女性行政推進会議設置
「ふれ愛の翼」派遣開始
佐賀県新総合計画策定

１９９４年
（Ｈ６）

「開発と女性」に関する第２回アジ
ア・太平洋大臣会議」(ジャカルタ)

男女共同参画室、男女共同参画審
議会、男女共同参画推進本部設置

１９９５年
（Ｈ７）

第４回世界女性会議（北京）
「北京宣言及び行動綱領」採択

「育児休業法」改正（介護休業制
度の法制化）

佐賀県立女性センター(アバンセ)
オープン（３月）
女性問題審議会に「さが女性プラン
２１」改定について諮問

１９９６年
（Ｈ８）

「男女共同参画ビジョン」答申
「男女共同参画2000年プラン」策
定

「さが女性プラン２１（改訂版）」
策定（２月）
県民生活課に女性企画室を設置

１９９７年
（Ｈ９）

男女共同参画審議会設置（法律）
「男女雇用機会均等法」改正
「介護保険法」公布
女性国会開催(参議院50周年記念）

男女共同参画社会づくりのための県
民意識調査を実施
日韓海峡沿岸地域振興団体(女性団
体)交流支援事業開始(～平成12年)

１９９８年
（Ｈ１０）

男女共同参画審議会から「男女共
同参画社会基本法－男女共同参画
社会を形成するための基礎的条件
づくり－」を答申

１９９９年
（Ｈ１１）

エスカップハイレベル政府間会議
（バンコク）

改正育児・介護休業法施行
改正男女雇用機会均等法施行
「男女共同参画社会基本法」公
布、施行
「食料・農業・農村基本法」公
布・施行(女性の参画の促進を規
定)
男女共同参画審議会から「女性に
対する暴力のない社会を目指し
て」答申

女性企画室が男女共同参画室となる
女性問題審議会が男女共同参画推進
審議会となる
女性行政推進会議が男女共同参画推
進会議となる

２０００年
（Ｈ１２）

国連特別総会「女性2000年会議」
（ニューヨーク）

「ストーカー規制法」成立
「男女共同参画基本計画」策定
男女共同参画推進本部「男女共同
参画週間について」決定

男女共同参画推進審議会に「男女共
同参画社会の形成の促進に関する施
策の基本的な方向」について諮問
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世界の動き 日本の動き 佐賀県の動き
２００１年
（Ｈ１３）

内閣府に男女共同参画局、男女共
同参画会議設置
「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律」施行
男女共同参画推進本部「女性国家
公務員の採用･登用等の促進につい
て」
「女性に対する暴力をなくす運
動」について決定
第１回男女共同参画週間閣議決定
「仕事と子育ての両立支援策の方
針について」

「佐賀県男女共同参画基本計画」策
定男女共同参画室から男女共同参画
課となる
「佐賀県男女共同参画推進条例」施
行

２００２年
（Ｈ１４）

アフガニスタンの女性支援に関す
る懇談会開催

「佐賀県男女共同参画推進員」を設
置
佐賀県立女性センターを「配偶者暴
力相談支援センター」に位置付ける
「佐賀アジア女性フォーラム」開催

２００３年
（Ｈ１５）

国連女子差別撤廃委員会第29会期に
おいて、日本の第4、5回女子差別撤
廃条約実施状況報告を審議

男女共同参画会議「女性のチャレ
ンジ支援策」決定
「次世代育成支援対策推進法」公
布、一部施行

２００４年
（Ｈ１６）

「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律」改正

「佐賀県ＤＶ総合対策会議」及び
「佐賀県ＤＶ総合対策センター」を
設置

２００５年
（Ｈ１７）

第４９回国連婦人の地位委員会、通
称「北京＋１０」を開催（ニュー
ヨーク）

「男女共同参画基本計画」改定 「佐賀県男女共同参画推進連携会
議」を創設

２００６年
（Ｈ１８）

「佐賀県男女共同参画基本計画」を
改定
「佐賀県ＤＶ被害者支援基本計画」
を策定

２００７年
（Ｈ１９）

「男女雇用機会均等法」（H18.6改
正）施行

「２００７男女共同参画フォーラム
ｉｎさが」開催
「佐賀県職員男女共同参画推進基本
計画」を策定

２００８年
（Ｈ２０）

女子差別撤廃条約実施状況第６回報
告提出

「女性の参画加速プログラム」男
女共同参画推進本部決定
「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律」一部改
正、施行

２００９年
（Ｈ２１）

女子差別撤廃条約実施状況第６回報
告に対する女子差別撤廃委員会の最
終見解公表

「育児・介護休業法」改正 「佐賀県ＤＶ被害者支援基本計画」
を改定
「男女共同参画社会づくりのための
佐賀県民意識調査」を実施

２０１０年
（Ｈ２２）

第５４回国連婦人の地位委員会
(「北京+１５」)を開催（ニュー
ヨーク）
UN Women（ジェンダー平等と女性の
エンパワーメントのための国連機
関）の発足が決定
日本で初めてＡＰＥＣ女性リーダー
ズネットワーク（ＷＬＮ）会合を開
催

「育児・介護休業法」（H21.6改
正）原則施行
「第３次男女共同参画基本計画」
策定

「男女共同参画社会づくりのための
佐賀県民意識調査」の結果を公表

２０１１年
（Ｈ２３）

「APEC女性と経済サミット」を開催
（サンフランシスコ）

配偶者からの暴力や性暴力の被害
者を対象とした電話相談「パープ
ルダイヤル－性暴力・ＤＶ相談電
話－」開設

「佐賀県男女共同参画基本計画
（2011-2015）」を策定
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世界の動き 日本の動き 佐賀県の動き
２０１２年
（Ｈ２４）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（サンクトペテルブルク）

「女性の活躍促進による経済活性
化」行動計画（働く「なでしこ」
大作戦）決定

性暴力被害者支援モデル事業を開始

２０１３年
（Ｈ２５）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（バリ）

「なでしこ銘柄」の選定
日本再興戦略で「女性の活躍」を
推進
「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律」の改正

「佐賀県職員男女共同参画推進基本
計画（2013-2016）」を策定

２０１４年
（Ｈ２６）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（北京）

“女性の活躍「見える化」サイ
ト”を開設
すべての女性が輝く社会づくり本
部を設置

「佐賀県ＤＶ被害者支援基本計画」
を策定
「輝く女性応援会議in佐賀」を開催
「男女共同参画社会づくりのための
佐賀県民意識調査」を実施

２０１５年
（Ｈ２７）

第５９回国連婦人の地位委員会、通
称「北京＋２０」を開催（ニュー
ヨーク）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（マニラ）

「第４次男女共同参画基本計画」
策定

女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律（女性活躍推進
法）の公布・施行

「女性の大活躍推進佐賀県会議」と
の共催にて、「女性の大活躍推進
フォーラム」を開催

「佐賀県イキメン講座　キックオフ
フォーラム」を開催

２０１６年
（Ｈ２８）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（リマ）

厚生労働省が「女性の活躍推進企
業データベース」を開設

「女性の活躍推進に向けた公共調
達及び補助金の活用に関する取組
指針」を決定

「男女雇用機会均等法」「育児・
介護休業法」改正

「第４次佐賀県男女共同参画基本計
画」を策定

２０１７年
（Ｈ２９）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（ベトナム・フエ）

「働き方改革実行計画」を決定

刑法の一部改正法が施行（強姦罪
の構成要件及び法定刑の見直し
等）

「改正男女雇用機会均等法」「改
正育児・介護休業法」（H28.3改
正）施行

「女性に対する暴力をなくす運動」
にあわせ、佐賀県庁旧館及び県立男
女共同参画センター・県立生涯学習
センター（アバンセ）のパープル・
ライトアップを実施

２０１８年
（Ｈ３０）

「APEC女性と経済フォーラム」を開
催（パプアニューギニア・ポートモ
レスビー）

「政治分野における男女共同参画
の推進に関する法律」の公布・施
行

「女性活躍加速のための重点方針
2019」の策定
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